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第１章  計画の概要  

 

第１節 計画策定の趣旨 

 

循環型社会の形成に向けた基本事項を定めた循環型社会形成推進基本法が２０００

年６月に制定され、それまでの大量生産、大量消費、大量廃棄型の経済社会から、廃

棄物の発生や天然資源の消費を出来るだけ抑え、環境への負荷を出来るかぎり低減さ

せる「循環型社会」の形成を目指すことが明確化されました。そして、その実現に向

け、廃棄物や循環資源の処理の優先順位が、①発生抑制（リデュース）、②再使用（リ

ユース）、③再生利用（マテリアルリサイクル）、④熱回収（サーマルリサイクル）、⑤

適正処分と初めて法制化されたほか、国、地方公共団体、事業者、国民の役割分担が

明確化され、事業者の排出者責任、国や地方公共団体の施策に協力するという国民の

責務、拡大生産者責任が位置付けられました。 

また、循環型社会形成推進基本法の制定に続き、廃棄物の処理及び清掃に関する法

律（以下、「廃棄物処理法」という。）の改正、資源の有効な利用の促進に関する法律

（以下、「資源有効利用促進法」という。）の制定、容器包装に係る分別収集及び再商

品化の促進等に関する法律（以下「容器包装リサイクル法」という。）をはじめとする

各種リサイクル法が順次制定され、循環型社会実現のための体制が整備されました。 

その後、２０１１年３月に東日本大震災が発生し、震災で発生した大量の災害廃棄

物の処理が大きな社会問題となり、大規模災害発生時における円滑な廃棄物処理体制

を事前に構築していくことの重要性が認識され、また、２０１３年５月に策定された

循環型社会形成推進基本法に基づく第３次循環型社会形成推進基本計画では、循環型

社会の今後取り組むべき課題として、循環を量の側面から捉えるだけでなく質の面か

らも捉え、環境保全と安全・安心を確保した上で、廃棄物等を貴重な資源やエネルギ

ー源として一層有効活用して資源生産性を高め、天然資源の消費を抑制するという新

たな循環型社会形成に向けた取り組みが示されました。 

そして、２０１８年６月に策定された第４次循環型社会形成推進基本計画では、国

内外の経済や社会の状況が循環型社会の形成に密接に関わっているとして、環境的側

面、経済的側面、社会的側面を統合的に向上させることの必要性が示されています。 

このような状況の中、三島市では、２００４年３月に２００４年度から２０１８年

度を計画期間とする三島市一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）「みんなで築く環境先進

都市・三島～限りある資源を大切にするやさしいまちをつくります～」を策定し、ま

た、中間目標年度の２０１１年度には本計画の見直しを行い、三島市一般廃棄物処理

基本計画（ごみ編）改訂版「進めようごみ減量 分けよう資源 未来のために」を策定

しました。そして、これらの計画に基づき、持ち込みごみ有料化をはじめとするごみ

の減量に向けた施策や、ミックス古紙の分別収集をはじめとするごみの資源化に向け

た施策を推進してきたほか、ごみを安全かつ適正に処理するため、焼却処理施設等の
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基幹的設備整備工事を実施するなど、施設の長寿命化や適正な維持管理に努めてきた

ところです。 

それらの結果、計画の目標の一つである市民１人１日当たりのごみ排出量は、ピー

ク時であった２００６年度の１,２３４ｇから２０１７年度の９２３ｇ（外国人を含め

ない）に大きく減少し、目標の９４３ｇを達成することができました。また、焼却処

理施設等の中間処理施設については、目立った故障はなく順調に稼働を続けています。 

しかし、その一方で、計画のもう一つの目標であるリサイクル率は、年々低下傾向

にあって２０１７年度は１３．９％となり、目標の２５％を達成できない状況です。

また、最終処分場の残容量が逼迫し、２０１０年度からは焼却固化灰の外部搬出によ

り延命化を図っており、新たな最終処分場の建設に向けた検討が必要になっています。

更には、将来の新中間処理施設建設に向けた検討も進めなければなりません。 

今回策定する三島市一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）「限りある資源を大切にする

環境先進都市・三島～市民・事業者・行政が協働で進める循環型のまちづくり～」は、

前計画の実績や課題を整理し、近年の廃棄物を取り巻く社会環境の変化や諸課題に対

応するとともに、更なるごみの減量や資源化を推進し、環境への負荷の少ない循環型

社会の形成を目指すものです。 

 

本計画は、本市の一般廃棄物の減量及び処理に関する事項その他市の清掃事業に係

る重要事項について調査審議する三島市廃棄物処理対策審議会に２０１８年８月７日

に諮問し、計●回の慎重かつ厳正な審議を経たのち、２０●●年●月●●日に答申を

受け策定しました。また、２０１８年●●月●●日から２０１８年●●月●●日にか

けパブリック・コメントを実施し、市民のご意見を広く聴取しました。 

 

本計画は、廃棄物処理法第６条の規定に基づき、ごみの排出抑制及びごみの発生か

ら最終処分に至るまでのごみの適正処理を推進するため、本市における一般廃棄物の

処理に関する以下⑴～⑹の基本的事項を長期的・総合的視点に立って定めるものです。 

⑴ 一般廃棄物の発生量及び処理量の見込み 

⑵ 一般廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項 

⑶ 分別して収集するものとした一般廃棄物の種類及び分別の区分 

⑷ 一般廃棄物の適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項 

⑸ 一般廃棄物の処理施設の整備に関する事項 

⑹ その他一般廃棄物の処理に関する事項 

なお、本計画は、国が示す「ごみ処理基本計画策定指針（２０１６年９月 環境省大

臣官房廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課）」を踏まえ策定するものであり、策

第２節 計画の策定体制 

第３節 計画の位置付け 
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定にあたっては、国や県が示す方針や計画、更には、本市の総合計画や環境基本計画

との整合を図りました。本計画の位置付けと他の法令・計画等との関係を以下に示し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-1 計画の位置付け 

環境基本法 

循環型社会形成推進基本法 

廃棄物処理法 

＜再生利用の推進＞ 

＜国等が率先して再生品などの調達を推進＞ 

・第４次三島市総合計画 

・第２次三島市環境基本

計画 

・三島市廃棄物の処理及

び清掃に関する条例 

・三島市廃棄物の処理及

び清掃に関する規則 

グリーン購入法 

第３次静岡県 

循環型社会形成計画 

静岡県災害廃棄物 

処理計画 

三島市災害廃棄物処理計画 

一般廃棄物処理計画 

資源有効利用促進法 

＜廃棄物の減量・適正処理＞ 

＜個別物品の特性に応じた規制＞ 

容器包装リサイクル法 

家電リサイクル法 

食品リサイクル法 

建設リサイクル法 

自動車リサイクル法 

小型家電リサイクル法 

廃棄物の減量その他その適正な

処理に関する施策の総合的な推

進を図るための基本的な方針 

法・国の方針や計画 

廃棄物処理施設整備計画 

環境基本計画 

循環型社会形成推進基本計画 

静岡県の計画 

一般廃棄物処理基本計画 

・ごみ処理基本計画 

・生活排水処理基本計画 

一般廃棄物処理実施計画 

・ごみ処理実施計画 

・生活排水処理実施計画 

三島市の計画 
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第４節 計画の期間 

 

本計画の計画期間は、三島市総合計画の計画期間と整合を図るため、２０１９年度

から２０３０年度までの１２年間とします。また、２０２５年度を中間目標年度とし、

それまでの施策の実施状況等を点検評価し計画の見直しを行うこととします。 

なお、廃棄物を取り巻く社会環境や計画策定の前提条件等に大きな変更があった場

合には、目標の達成度や計画の進捗状況を踏まえ、計画の見直しを行うこととします。 

本計画と三島市総合計画の計画期間を以下に示します。 

 

年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

計
画
初
年
度

中
間
目
標
年
度

計
画
目
標
年
度

第
４
次
後
期
基
本
計
画
初
年
度

計
画
目
標
年
度

第
５
次
前
期
基
本
計
画
初
年
度

計
画
目
標
年
度

第
５
次
後
期
基
本
計
画
初
年
度

計
画
目
標
年
度

三
島
市
一
般
廃
棄
物
処
理

基
本
計
画
（

ご
み
編
）

三
島
市
総
合
計
画

計 画 期 間

計 画 期 間 計 画 期 間 計 画 期 間

 
 

図 1-4-1 計画の期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 5 - 

 

第５節 計画の区域 

 

本計画において、対象とする区域は三島市の行政区域全域とします。 

 

 

第６節 計画対象の廃棄物 

 

本計画において対象とする廃棄物（ごみ）は、家庭の生活活動に伴って生じる「生

活系一般廃棄物」と、事業者の事業活動に伴って生じる廃棄物のうち、産業廃棄物以

外の「事業系一般廃棄物」とします。 

廃棄物の区分と本計画で対象となる廃棄物を以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1-6-1 廃棄物の区分  

 

 

 

 

 

 

 

事業系一般廃棄物 

特別管理産業廃棄物 

生活系一般廃棄物 

特別管理一般廃棄物 

産業廃棄物 

一般廃棄物 

廃棄物 

（ごみ） 

（生活活動に伴って生じる廃棄物） 

（事業活動に伴って生じる廃棄物のうち、産

業廃棄物以外のもの） 

（一般廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性そ

の他の人の健康または生活環境に係わる被

害を生ずるおそれのある性状を有するもの） 

（産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性そ

の他の人の健康または生活環境に係わる被

害を生ずるおそれのある性状を有するもの） 

（事業活動に伴って生じる廃棄物のうち、

法・施行令等で定める廃棄物） 
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第２章  ごみ処理等の現状  

 

第１節 ごみの分別区分 

 

本市では、１９９５年６月に容器包装リサイクル法が成立したことを受け、全自治

会等を対象に、空き缶・空きびんの分別収集を１９９７年４月より開始しました。そ

の後、資源古紙やペットボトル、白色トレイ・白色発泡スチロール等に対象品目を拡

大し、２００６年４月からはミックス古紙の分別収集を開始しました。 

また、近年では、２０１３年４月より衣類の拠点回収、そして、２０１６年４月よ

り粗大ごみの有料戸別収集を開始しました。 

２０１７年度のごみの分別区分を以下に示します。 

表 2-1-1 ごみの分別区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資源化物 排出場所

－

－

スチール缶

アルミ缶

小型家電

鉄製品

アルミ製品

新聞（チラシ含む）

雑誌（書籍・ノート含む）

段ボール

牛乳等紙パック

ミックス古紙

ペットボトル

蛍光灯

鉄製品

アルミ製品

乾電池 乾電池 集積所

廃食用油 廃食用油 拠点

小型家電
携帯電話、携帯ラジオ、デジ
タルカメラ、ゲーム機、電子
辞書、理容用機器等

拠点

衣類等 衣類等 拠点

木製家具類

小型家電

羽毛ふとん

鉄製品

アルミ製品

パソコン

木製家具類

小型家電

羽毛ふとん

鉄製品

アルミ製品

全資源化物

市では処理
できないもの

ペットボトル

集積所

集積所

白色トレイ・
白色発泡スチロール

パソコン（ＣＲＴ除く）

粗大ごみ（ふとん、カーペット
類、家具、自転車等）

自己搬入（有料）

集積所

粗大ごみ（有料） 戸別

清掃センター

集積所

集積所

集積所

その他の色のびん

無色透明のびん（カレット）

集積所

その他の燃えないごみ

雑誌（書籍・ノート含む）

段ボール

牛乳等紙パック

ミックス古紙

家電リサイクル法対象品（エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機・衣類乾
燥機）、在宅医療廃棄物（注射針、注射器、針付きのチューブ類等）、土・砂・
汚泥、石（石製のもの）、ブロック・コンクリート、建築廃材（畳・襖・障子
等）、自動車等の部品、ガソリン・灯油、農機具、農薬、ガスボンベ、消火器、
ピアノ、耐火金庫、流し台、ガス湯沸かし器、陶器製の便器、塩化ビニール製の
もの、繊維強化プラスチック（ＦＲＰ）製のものなど

燃えるごみ

危険不燃物

ペットボトル
白色トレイ・白色
発泡スチロール

白色トレイ
白色発泡スチロール

無色透明のびん

茶色のびん

資源古紙

分別区分

新聞（チラシ含む）

茶色のびん（カレット）
その他の色のびん（カレット）
生きびん

びん類

資源ごみ

燃えるごみ

剪定枝

かん類

その他の直接搬入ごみ

電球・蛍光灯・
スプレーかん・刃物類・
ライター等

乾電池（ボタン電池・小型充電
式電池除く）

廃食用油

小型家電

衣類等

粗大ごみ（ふとん、カーペット
類、家具、自転車等）



- 7 - 

第２節 ごみの処理フロー 

 

本市の行政区域内で発生したごみは、市の収集や自己搬入等により、清掃センター

の処理施設に搬入され、以下に示すような流れで処理しています。 

 

 

 

 図 2-2-1 ごみの処理フロー  
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第３節 ごみ排出量の状況 

 

近年、本市のごみ排出量は、生活系ごみ、事業系ごみ、集団回収ともに、減少傾向

にあり、２０１７年度の市民１人１日当たりのごみ排出量は９１２ｇ/人・日（外国人

を含む）となっています。なお、市民１人１日当たりのごみ排出量は、住民基本台帳

法の改正（2012 年 7 月施行）により、外国人住民についても住民基本台帳制度の適用

対象となったことから、環境省から通知があり、２０１２年度から外国人を含む値と

しています。２０１３年度から２０１７年度のごみ排出量の推移を以下に示します。 

表 2-3-1 ごみ排出量の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
図 2-3-1 市民１人１日当たりのごみ排出量の推移 

単位 2013 2014 2015 2016 2017

人 112,699 112,102 111,626 111,550 111,095

ごみ排出量 ｔ/年 43,323 41,304 40,801 38,133 36,989

生活系ごみ ｔ/年 30,445 29,045 28,713 26,844 26,052

可燃ごみ ｔ/年 27,708 26,578 26,082 24,281 23,633

直営 ｔ/年 161 159 169 158 157

委託 ｔ/年 26,566 25,616 25,044 23,305 22,398

直接搬入 ｔ/年 981 803 869 817 1,078

不燃ごみ ｔ/年 2,737 2,467 2,631 2,564 2,419

直営 ｔ/年 48 54 60 151 162

委託 ｔ/年 2,247 2,171 2,188 2,136 1,971

直接搬入 ｔ/年 442 242 382 277 285

事業系ごみ ｔ/年 10,437 9,950 9,962 9,231 8,948

可燃ごみ ｔ/年 10,294 9,910 9,920 9,229 8,945

許可業者 ｔ/年 9,391 8,938 8,924 8,598 8,332

直接搬入 ｔ/年 903 972 996 631 613

不燃ごみ ｔ/年 144 41 42 2 4

許可業者 ｔ/年 71 4 4 2 1

直接搬入 ｔ/年 73 37 38 1 2

集団回収量 ｔ/年 2,441 2,310 2,126 2,058 1,989

ｇ/人・日 1,053 1,009 999 937 912

※ごみ排出量は外国人を含む

人口

１人１日平均排出量

項目／年度
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第４節 ごみ資源化量の状況 

 

近年、本市の資源化量は、ごみ排出量と同様に減少傾向にあります。資源物の内訳

で見ると、衣類等は増加していますが、古紙類や金属類は大幅に減少しています。 

なお、ごみ排出量に占める資源化量と集団回収量を合算したリサイクル量の割合（リ

サイクル率）は、２０１７年度では１３．９％となっています。 

２０１３年度から２０１７年度のリサイクル率の推移を以下に示します。 

 

 表 2-4-1 リサイクル率の推移  

（単位：ｔ／年）

2013 2014 2015 2016 2017

43,323 41,304 40,801 38,133 36,989

資源化量 4,091 3,874 3,976 3,164 3,166

古紙類 1,564 1,427 1,285 1,158 1,063

金属類 844 867 1,037 580 556

木質家具・剪定枝等 482 402 513 308 352

カレット（ガラスびん） 756 745 699 698 693

乾電池 31 28 24 28 24

蛍光灯 12 10 10 5 9

ペットボトル 132 117 101 104 94

白色トレイ・発泡スチロール 14 12 11 11 10

衣類等・羽毛ふとん 129 106 113 151 227

小型家電 123 155 176 116 132

パソコン 4 5 7 5 6

集団回収量 2,441 2,310 2,126 2,058 1,989

リサイクル率（％） 15.1 15.0 15.0 13.7 13.9

※ごみ排出量は外国人を含む

区分／年度

ごみ排出量

 

 

 図 2-4-1 ごみ排出量とリサイクル率の推移  
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第５節 最終処分量の状況 

 

近年、本市の最終処分量は、ごみ排出量の減少に伴い減少傾向にありますが、可燃

ごみ中に含まれる砂やリサイクルできない不燃ごみの排出量により多少増減がありま

す。なお、焼却処理施設の基幹的設備整備工事を実施した２０１４年度と２０１５年

度は、一定期間の可燃ごみを他市町や民間の施設で処理したため、最終処分量は減少

しています。 

また、現在使用している最終処分場（第３埋立地）の残容量が逼迫していることか

ら、その延命化を図るため、２０１０年度から焼却固化灰の一部を外部搬出していま

す。２０１３年度から２０１７年度の最終処分量と外部搬出量の推移を以下に示し 

ます。 

 

 表 2-5-1 最終処分量と外部搬出量の推移  

（単位：ｔ／年）

2013 2014 2015 2016 2017

43,323 41,304 40,801 38,133 36,989

最終処分量 3,643 3,023 3,116 3,167 3,176

焼却灰（セメント固化） 2,418 2,058 2,231 2,246 2,188

焼却処理施設残さ 778 623 615 622 684

粗大ごみ処理施設残さ 447 342 270 299 304

外部搬出量 2,626 2,301 2,260 2,504 2,513

※ごみ排出量は外国人を含む

区分／年度

ごみ排出量

 
 

 
 

 図 2-5-1 最終処分量と外部搬出量の推移  
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第６節 収集運搬体制 

 

本市の集積所に排出された生活系ごみの殆どは委託業者が収集運搬していますが、

ペットボトル、白色トレイ・白色発泡スチロール及び危険不燃物の一部と乾電池につ

いては、本市の直営で収集運搬しています。また、事業系ごみの内、少量排出事業者

のごみは、市の委託業者が収集運搬し、その他の事業者のごみは、自己搬入あるいは

市の許可を得た一般廃棄物収集運搬業者による戸別収集方式となっています。 

２０１７年度の排出方法と収集方法を以下に示します。 

 

 表 2-6-1 ごみの排出方法と収集方法  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

排出場所 排出方法 収集頻度 収集方法

市指定ごみ袋

束ねる

無色透明のびん

茶色のびん

その他の色のびん

紙ひもや透明な
ビニール袋等

購入時の箱

穴をあける

新聞紙で包む等

乾電池 集積所
市指定の
収集容器

随時 直営

廃食用油 拠点
ペットボトル等

の容器
随時 委託

小型家電 拠点 回収ボックス 随時 直営

衣類等 拠点 回収ボックス 随時 委託・直営

ふれあいさわやか回収 戸別 市指定ごみ袋 週１回 直営

粗大ごみ（有料） 戸別 市指定の方法 申込時 直営

集積所

集積所

集積所

集積所

清掃
センター

―

集積所 月１回

週２回

月２回

廃食用油

小型家電

衣類等

粗大ごみ（ふとん、カーペッ
ト類、家具、自転車等）

自己搬入（有料）

パソコン（ＣＲＴ除く）

粗大ごみ（ふとん、カーペッ
ト類、家具、自転車等）

その他の直接搬入ごみ

集積所に出せる全てのごみ（要分別）

ペットボトル
白色トレイ・白色
発泡スチロール

ペットボトル

白色トレイ・
白色発泡スチロール

電球・蛍光灯

乾電池（ボタン電池・小型充
電式電池除く）

分別区分

危険不燃物 スプレーかん

刃物類・ライター等

その他の燃えないごみ

資源古紙

新聞（チラシ含む）

雑誌（書籍・ノート含む）

段ボール

牛乳等紙パック

ミックス古紙

燃えるごみ
燃えるごみ

剪定枝

資源ごみ

びん類

かん類

月２回

月２回

市指定の
収集容器

種類ごとに
紙ひもで縛る

市指定の
収集容器

市指定の方法

委託・直営

―

委託

委託

委託

委託・直営
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第７節 ごみ処理施設 

 

 １．中間処理施設 

 

本市の中間処理施設のうち、焼却処理施設は、１９８９年１０月の竣工後、２００

０年度から２００１年度の２ヶ年で、ダイオキシン恒久対策事業として、排ガス高度

処理施設整備工事を実施し、２０１３年度から２０１５年度の３ヶ年で、老朽化した

施設の長寿命化対策として、基幹的設備整備工事を実施し、約１５年の延命化を図り

ました。 

また、粗大ごみ処理施設は、１９９０年１月の竣工後、２０１３年度と２０１６年

度に、老朽化した施設の長寿命化対策として、基幹的設備整備工事を実施しました。 

本市の中間処理施設の概要と中間処理量の推移を以下に示します。 

 

 表 2-7-1 中間処理施設の概要  

処理方法 処理能力 竣工年月 対象廃棄物

1 焼却処理施設 全連続燃焼式流動床
180ｔ/24ｈ

（90ｔ/24ｈ×2炉）
1989年10月

可燃ごみ
可燃粗大ごみ

破砕選別（回転式破砕） 50ｔ/5ｈ

破砕選別（せん断式破砕） 5ｔ/5ｈ

不燃ごみ
不燃粗大ごみ

施設の名称

粗大ごみ処理施設2 1990年1月

 
 

 表 2-7-2 中間処理量の推移  

項目／年度 単位 2013 2014 2015 2016 2017

可燃ごみ処理量 ｔ/年 38,001 36,488 36,003 33,509 32,578

不燃ごみ処理量 ｔ/年 2,881 2,507 2,673 2,566 2,422
 

 

 
図 2-7-1 中間処理量の推移 
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 ２．最終処分施設 

 

清掃センター敷地内に整備された最終処分場の内、第１埋立地と第２埋立地は既に

埋立てが完了し、現在は第３埋立地に中間処理後の焼却灰（セメント固化物）と不燃

物残さを埋め立てています。なお、第３埋立地の残容量が逼迫しており、その延命化

を図るため、２０１０年度から焼却灰（セメント固化物）の一部を外部に搬出してい

ます。 

また、３つの埋立地から発生する浸出水（雨水等が埋立地から浸出した水）は、浸

出水処理施設で処理を行った後、下水道に放流しています。 

本市の最終処分施設の概要及び第３埋立地の残容量等の推移を以下に示します。 

 

 表 2-7-3 最終処分施設の概要  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 表 2-7-4 第３埋立地の残容量と外部搬出量の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2-7-2 第３埋立地の残容量と外部搬出量の推移  

竣工年月 埋立面積 埋立容量 残容量 埋立状況

1 第１埋立地 1984年3月 12,311ｍ2 160,711ｍ3 0ｍ3 埋立終了

2 第２埋立地 1992年10月 2,010ｍ2 10,948ｍ3 0ｍ3 埋立終了

3 第３埋立地 1996年6月 9,800ｍ2 81,630ｍ3  8,227ｍ3 ※ 埋立中
一部外部搬出

※2017年12月末現在

竣工年月 処理方法 処理能力 稼働状況

4 浸出水処理施設 1994年9月 回転円板法 120ｍ3/24ｈ 稼働中

施設の名称

施設の名称

単位 2013 2014 2015 2016 2017

第３埋立地の残容量 ㎥ 11,471 10,015 8,993 8,851 8,227

外部搬出量 ｔ/年 2,662 2,301 2,260 2,504 2,513

項目／年度
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第８節 ごみ処理経費と収入額 

 

ごみ処理に係る経費は、通常、年間１０億円程度で推移していますが、２０１３年

度から２０１５年度においては、焼却処理施設の基幹的設備整備工事を実施したため、

大きく増額しています。 

また、収入額についても、当該工事に係る国からの交付金や市債の借り入れがあっ

たため、２０１３年度から２０１５年度にかけて大きく増額しています。 

本市のごみ処理に係る経費と収入額の推移を以下に示します。 

 

 

 表 2-8-1 ごみ処理経費と収入額の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2-8-1 ごみ処理量とごみ処理経費・収入額の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

項目／年度 単位 2013 2014 2015 2016 2017

人口 人 112,699 112,102 111,626 111,550 111,095

ごみ処理量（集団回収量を除く） ｔ/年 40,882 38,995 38,675 36,075 35,000

ごみ処理経費 千円 1,270,854 2,387,031 2,181,992 1,058,681 1,055,473

市民１人当たりの処理経費 円/人 11,277 21,293 19,547 9,491 9,501

ごみ１ｔ当たりの処理経費 円/ｔ 31,086 61,214 56,419 29,346 30,156

ごみ処理手数料等の収入額 千円 301,181 1,569,861 975,797 219,663 184,563

※人口は、各年10月1日現在の住民基本台帳（外国人含む）による。
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第９節 前計画の目標達成状況と施策の実施状況 

 

 １．目標達成状況 

 

前計画の目標の一つである「市民１人１日当たりのごみ排出量９４３ｇ」は２０１

７年度に達成しましたが、「リサイクル率２５％」は目標最終年度の２０１８年度にお

いても達成できない見込みです。 

 
 

＜計画期間＞ 

  ２００４年度～２０１８年度（２０１１年度に中間見直しを実施） 

 

＜計画目標と達成状況＞ 

目   標 達成状況 

１人１日当たりのごみ排出量９４３ｇ 

※外国人を含めない値 

２０１７年度 ９２３ｇ 

※外国人を含めない値 
○ 

リサイクル率２５％ ２０１７年度 １３．９％ × 

＊１人１日当たりのごみ排出量＝ごみ排出量（集団回収量を含む）／人口／３６５日 

＊リサイクル率＝資源化量（集団回収量を含む）／ごみ排出量（集団回収量を含む） 
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 ２．施策の実施状況 

 

前計画に位置付けられた施策については、廃プラスチック類の分別品目拡大以外の

全ての取組みを実施しました。廃プラスチック類の分別品目拡大については、実施に

よる費用対効果や焼却処理施設への影響等を考慮し実施を見合わせています。 

前計画に位置付けられた施策の実施状況を以下に示します。 

 

 表 2-9-1 前計画の施策の実施状況 

基本方針 施策 項目 
重点 

施策 
施策内容 

取組状況 

（計画の履行◎、不履行×） 

Ⅰ 

ごみの減量・

資源化の推

進 

Ⅰ－１ 

ごみの排出

抑制 

Ⅰ－１① 

発生抑制の推

進（リデュース）  

◆買い物袋持参運動の推進 ◇買い物袋持参運動の推進 ◎ 

◆消費者団体の育成・消費者教育の充実 ◇広報誌や出前講座等を通じた消費者団体や消

費者への啓発 
◎ 

◆レジ袋使用量削減協力店の認定 ◇レジ袋使用量削減協力店の認定 ◎ 

◆みしま生活展での啓発 ◇みしま生活展での啓発 ◎ 

Ⅰ－１② 

再使用の推進

（リユース）  

◆フリーマーケットの開催 ◇フリーマーケットの開催 ◎ 

◆不用品活用バンクの利用促進 ◇不用品活用バンクの利用促進 ◎ 

◆リサイクル自転車の製作・活用 ◇リサイクル自転車の製作・活用（～Ｈ26） ◎ 

 ― ◇もったいない食器市の開催（Ｈ29～） ◎ 

Ⅰ－１③ 

生ごみ減量化

の推進 

★ 

◆食材の使い切り、食べ残しなしの励行 

◆水切りの徹底 

◇食品ロス削減や生ごみの水切りに係る啓発 

（出前講座・広報誌・店頭啓発） 
◎ 

◆減量化・堆肥化の推進 

 ・コンポスト・ぼかし容器の利用促進 

 ・家庭用生ごみ処理機購入費補助 

◇コンポスト・ぼかし容器の無償貸与 

◇家庭用生ごみ処理機購入費補助（～Ｈ26） 

◇ダンボールコンポストの販売（Ｈ26～） 

◎ 

◆学校給食施設等の生ごみ処理機の活用 ◇学校給食施設等における生ごみ処理機の活用 ◎ 

◆生ごみ減量システムの調査・研究 ◇生ごみ減量システムの調査・研究 ◎ 

Ⅰ－１④ 

ごみ処理有料

化の導入検討 

★ 

◆ごみ処理有料化の導入検討 ◇生活系自己搬入ごみの有料化（Ｈ28～） 

◇事業系一般廃棄物処理手数料の改正（Ｈ28～） 

◇少量排出事業者制度の改正（Ｈ30～） 

◎ 

Ⅰ－１⑤ 

環境教育の推

進 

 

◆ごみ処理施設見学の積極的受け入れ ◇ごみ処理施設見学の受け入れ（小学生、市内団

体等） 
◎ 

◆環境教育教材・副読本の配布・活用 ◇環境教育教材・副読本の配布・活用（小学４年生

に配布） 
◎ 

◆広報誌・チラシ・イベント等による啓発 ◇広報みしま・ごみ減量トレンディ等による啓発 

◇商工会議所情報誌による啓発 

◇緑まつりやスーパー店頭等での啓発 

◎ 

◆出前講座等の推進 ◇出前講座の開催（年 30 回程度） ◎ 

◆「（仮称）３Ｒ活動推進員」の養成 ◇ごみ減量アドバイザーの養成（Ｈ28～） ◎ 

Ⅰ－２ 

ごみの資源

化 

Ⅰ－２① 

分別回収・品目

の拡大 
★ 

◆ミックス古紙の分別回収 ◇ミックス古紙の出し方と対象品目拡大（Ｈ28～） ◎ 

◆廃プラスチック類の分別品目拡大 ◇ペットボトル・白色トレイ・白色発泡スチロールの

分別回収の実施 

◇プラスチック製容器包装分別の調査・研究 

× 

 ― ◇衣類（H25～）、全ての小型家電（H27～）の拠点

回収の実施 
◎ 

Ⅰ－２② 

再資源化の推

進（リサイクル） 

 

◆施設内の選別徹底による資源化向上 ◇施設内の選別徹底による資源化向上 ◎ 

◆リサイクル関連法の周知・徹底 ◇リサイクル関連法の周知・徹底 ◎ 

◆木製家具・剪定枝等の再資源化 ◇木製家具・剪定枝等の再資源化 ◎ 

◆スーパー等資源物店頭回収の利用促進 ◇スーパー等の店頭回収について広報誌やホーム

ページ等で周知啓発 
◎ 

◆携帯電話等、小型家電の資源化 ◇全ての小型家電（パソコン含む）の再資源化 ◎ 

◆廃食用油の再資源化 ◇廃食用油の再資源化 ◎ 

 ― ◇衣類・羽毛布団の再資源化 ◎ 

 ― ◇集積所からの持ち去り禁止の条例化 ◎ 

Ⅰ－２③ 

集団回収の促

進 
 

◆資源ごみ回収団体への報奨金交付 ◇資源ごみ回収団体への報奨金交付 ◎ 

◆自治会等による自己処理の可能性調査 ◇自治会等による集団回収の推進（10 自治会等が

実施） 
◎ 

Ⅰ－３ 

広域的な取

り組 みの推

進 

Ⅰ－３① 

他市町との連

携強化 

 

◆緊急時等における相互援助 ◇緊急時や災害時等における相互援助協定の締

結（静岡県内の全市町、裾野市、熱海市） 
◎ 

◆災害時等の廃棄物処理の調査・研究 ◇災害廃棄物処理計画の策定 

◇県主催の災害廃棄物に関する広域課題検討会

で意見交換 

◎ 

◆駿豆地区広域市町ごみ処理問題検討会 

による情報交換 

◇駿豆地区広域市町ごみ処理問題検討会におけ

る情報交換 
◎ 
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基本方針 施策 項目 
重点 

施策 
施策内容 

取組状況 

（計画の履行◎、不履行×） 

Ⅱ 

ごみの 

適正処理 

Ⅱ－１ 

ごみ処理の

効率化 

Ⅱ－１① 

分別・収集・処

理の適正化 

★ 

◆適正なごみの排出・分別の徹底 ◇広報誌やチラシ等によるごみの適正区分・適

正処理の周知 

◇定期的なごみ搬入検査や事業者への立入検

査の実施 

◇少量排出事業者制度の改正（再掲） 

◎ 

◆ごみ集積所の適正管理 ◇ごみ集積所の適正管理（自治会、町内会、環

境美化推進員の協力） 
◎ 

◆一般廃棄物処理業（収集運搬業・処分業） 

によるごみの適正処理 

◇一般廃棄物処理業者へのごみの適正処理の

指導（許可更新時、ごみ搬入時、立入検査） 
◎ 

◆多量排出事業者への指導 ◇多量排出事業者への指導（年間 10 事業者） ◎ 

◆ごみ処理サービスの提供 ◇ふれあいさわやか回収の実施 

◇粗大ごみ戸別収集の実施 

◇安全で効率的なごみの収集・処理の実施 

◎ 

Ⅱ－２ 

ごみ処理施

設の適正管

理 

Ⅱ－２① 

施設の維持管

理 

 

◆施設の維持管理（点検・整備） 

 ・焼却処理施設 

 ・粗大ごみ処理施設 

 ・最終処分場 

 ・浸出水処理施設 

◆ダイオキシン類他、環境測定による法令  

順守 

◇施設の適正な維持管理（点検・整備） 

・焼却処理施設 

・粗大ごみ処理施設 

・最終処分場 

・浸出水処理施設 

◇ダイオキシン類他、環境測定による法令順守 

◎ 

Ⅱ－２② 

施設の延命化 

★ 

◆施設の老朽化・延命化対策 

 ・焼却処理施設 

 ・粗大ごみ処理施設 

 ・最終処分場 

 ・浸出水処理施設 

◇計画的・効率的な設備の更新 

◇焼却処理施設（H26、27）・粗大ごみ処理施設

（H25、28）の基幹的設備整備工事の実施 

◇焼却固化灰の一部外部搬出による最終処分

場の延命化（H22～） 

◇新規最終処分場建設に向けた検討 

◎ 

Ⅲ 

環境衛生 

の向上 

Ⅲ－１ 

不法投棄の

防止 

Ⅲ－１① 

キャンペーン活

動の推進 
 

◆各種キャンペーンを通じた啓発の推進 

・不法投棄クリーンキャンペーン 

・統一美化キャンペーン 

・不法投棄撲滅キャンペーン 

◇不法投棄クリーンキャンペーンの実施（～H24） 

◇統一美化キャンペーンの実施 

◇不法投棄防止県下統一パトロールの実施 
◎ 

Ⅲ－１② 

巡回活動・監視

の強化 

 

◆不法投棄監視員による監視活動の強化 

◆協力団体との連携、通報体制の強化 

◆不法投棄物の適正処理 

◇不法投棄監視員による巡回監視・回収作業の

実施 

◇委託業者による不法投棄監視・回収分別作業

の実施（集積所のルール違反ごみを含む） 

◇警察や協力団体との連携 

◇不法投棄監視カメラの設置 

◇不法投棄物回収後の適正処理 

◎ 

Ⅲ－２ 

環境美化・防

疫業務の支

援 

Ⅲ－２① 

環境美化・衛生

活動の推進 

 

◆環境美化活動の推進 

 ・環境美化推進員活動の支援 

◆環境衛生活動の推進 

 ・環境衛生週間ポスター・標語の募集 

 ・ユスリ蚊・スズメバチ等の駆除対策 

 ・自治会や市民団体等が行う清掃活動の  

支援 

◆三島の川をきれいにする奉仕活動 

◆環境ボランティア・（仮称）３Ｒ活動推進員等 

との連携・活動支援 

◇環境美化推進員の活動支援（研修会の実施、

活動費の補助など） 

◇環境衛生週間ポスター・標語の募集 

◇ユスリカ等衛生害虫の駆除対策の実施（スズ

メバチは 2014 年度で終了） 

◇自治会や市民団体等が行う清掃活動の支援 

◇三島の川をきれいにする奉仕活動 

◇ごみ減量アドバイザーや環境ボランティアとの

連携・活動支援 

◎ 
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第 10 節 県内他都市との比較 

 

本市と県内他都市及び県平均との１人１日当たりのごみ排出量及びリサイクル率の

比較は以下のとおりです。県平均と比べると本市のごみ排出量は多く、リサイクル率

は低い値となっています。 

 

 表 2-10-1 県内他都市との比較（２０１６年度実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※環境省の 2016 年度一般廃棄物処理実態調査結果より。 

※人口は外国人を含む。 

※資源化量は集団回収量を含む。 

都市名 
人  口 

（人） 

ごみ排出量

（ｔ） 

資源化量 

（ｔ） 

１人１日当たりのごみ排出量（ｇ/人・日） リサイクル

率 

（％） 合計 生活系ごみ 事業系ごみ 

静岡県 3,758,591 1,215,286 226,655 886 630 256 18.6 

静岡市 709,555 244,454 40,170 944 690 253 16.4 

浜松市 808,249 259,205 49,226 879 580 298 19.0 

沼津市 199,386 61,227 15,171 841 561 281 24.8 

熱海市 37,798 23,915 5,496 1,733 1,019 714 23.0 

三島市 111,550 38,130 5,219 936 710 226 13.7 

富士宮市 134,164 45,186 8,377 923 677 246 18.6 

伊東市 70,759 34,454 6,476 1,334 836 498 18.8 

島田市 100,064 34,119 6,441 934 760 174 18.9 

富士市 255,892 73,533 9,607 787 580 207 13.1 

磐田市 170,375 46,559 7,346 749 564 185 15.8 

焼津市 140,861 41,487 9,078 807 628 179 21.5 

掛川市 117,721 27,550 5,244 641 505 136 18.9 

藤枝市 146,565 36,088 5,869 675 531 143 17.2 

御殿場市 89,194 29,397 6,212 903 547 356 21.1 

袋井市 87,545 27,848 5,315 872 661 210 19.1 

下田市 22,792 10,351 1,825 1,244 650 594 16.4 

裾野市 52,831 15,917 1,370 825 589 236 8.7 

湖西市 60,493 20,327 8,227 921 698 223 37.8 

伊豆市 31,949 11,363 2,223 974 577 397 19.6 

御前崎市 33,414 11,856 3,560 972 667 305 30.0 

菊川市 47,943 11,573 2,437 661 546 116 21.1 

伊豆の国市 49,542 17,103 4,032 946 682 264 23.6 

牧之原市 46,659 14,101 3,841 828 640 188 27.2 

東伊豆町 12,662 7,255 770 1,570 919 651 10.6 

河津町 7,534 3,866 321 1,406 863 543 8.3 

南伊豆町 8,694 3,766 565 1,187 825 362 15.0 

松崎町 7,033 2,832 324 1,103 866 238 11.4 

西伊豆町 8,478 4,335 600 1,401 922 479 13.8 

函南町 38,401 14,847 2,927 1,059 733 326 19.7 

清水町 32,641 8,829 1,946 741 565 176 22.0 

長泉町 42,920 11,051 2,596 705 594 111 23.5 

小山町 19,152 7,053 715 1,009 587 422 10.1 

吉田町 29,668 9,287 1,900 858 620 238 20.5 

川根本町 7,243 2,141 559 810 776 34 26.3 

森町 18,864 4,281 670 622 502 119 15.7 
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第３章  ごみ処理等の主な課題  

 

第１節 ごみの減量・資源化 

 

 １．ごみの排出抑制 

 

本市のごみ排出量は、ピーク時であった２００６年度から年々減少しています。そ

れにより、市民１人１日当たりのごみ排出量は２００６年度の１,２３４ｇから２０１

７年度の９２３ｇ（外国人を含めない）に大きく減少し、前計画の目標である９４３

ｇを達成することができました。これは、経済不況等の影響もありますが、前計画で

進めてきた様々な取り組みによる市民や事業者のごみ減量への意識の高まり、スーパ

ー等の店頭回収の利用増加、更には、製造事業者による詰め替え商品の開発や製品の

軽量化・薄肉化への取り組み等の効果と考えられます。 

しかし、市民１人１日当たりのごみ排出量の県平均は、２０１６年度実績で８８６

ｇであり、それに比べると三島市はまだまだ多い状況です。また、人口１０万人以上

の１１市の中では２番目に多い状況でもあります。最終処分場の延命化や将来の中間

処理施設の規模等を考えた場合、更なるごみの減量が必要です。 

 

 ２．ごみの資源化 

 

本市では現在、市民等から排出されたごみの内、２４種類の資源物を資源化してい

ます。前計画の計画期間中に新たに白色発泡スチロール、ミックス古紙、清掃センタ

ーに直接持ち込まれた木製家具や剪定枝、小型家電、廃食用油、衣類等、パソコン、

羽毛布団の資源化を開始しリサイクル率の向上に努めてきたところです。 

しかし、本市の資源化量は年々減少しており、２０１７年度のリサイクル率は１３．

９％となり、前計画の目標である２５％を達成できない状況です。 

この主な要因は、近年の情報通信技術の進展により市民の紙離れが加速したこと、

市民のスーパー等店頭回収の利用が増加したこと、資源物の分別が徹底されていない

こと、そして、ペットボトルや白色トレイ・白色発泡スチロール以外の廃プラスチッ

ク類の分別を実施していないこと等が考えられます。 

一方で、資源物の分別に関しては、ごみ組成分析調査によると、集積所に排出され

る可燃ごみには、まだ多くの資源物が含まれており、特に資源古紙については、湿重

量で約１４％含まれています。 

資源化量を増加させるためには、可燃ごみに含まれる資源物を適正に分別して排出

していただくための取り組みが必要であり、また、分別品目の拡大についても検討を

進めていく必要があります。 
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第２節 ごみの適正処理 

 

 １．収集運搬 

 

現在、本市の家庭ごみの収集は、民間業者への委託収集と市の直営収集の２つの方

法で実施しています。委託収集は専門の収集業者により迅速かつ経済的な収集ができ、

一方、直営収集は災害発生時の災害廃棄物の処理に迅速に対応できるなど、それぞれ

に利点があります。 

今後は、市民サービスの低下を招かないよう配慮した上で、社会環境の変化に応じ

た経済的かつ効率的な収集運搬体制を構築することが必要です。 

 

 ２．中間処理 

 

清掃センターの中間処理施設は焼却処理施設と粗大ごみ処理施設がありますが、い

ずれも建設から２５年以上が経過し老朽化が進んでいたため、２０１３年度から２０

１６年度にかけて基幹的設備整備工事を実施し、約１５年間の延命化を図るとともに、

環境に配慮した省エネ設備を導入しました。 

これにより、焼却処理施設については、焼却の効率化が図られたことに併せ、近年

のごみの減量により１炉連続運転が可能となっています。 

今後は、延命化の効果を低下させないよう、出来るだけ異物の混入を避け、適正な

運転管理や定期的な点検整備、更には予防保全的な修繕を行うことが必要です。 

また、施設を延命化したとはいえ、将来の新中間処理施設建設に向けた検討も進め

ていく必要があります。 

 

 ３．最終処分 

 

本市の最終処分場の残容量は逼迫しており、現在使用している第３処分場の残容量

は、２０１７年１２月末で８，２２７㎥（１０．１％）となっています。このため、

２０１０年度から焼却灰（セメント固化灰）の一部を外部搬出し、延命化を図ってい

ます。 

今後は、外部搬出を継続し、出来る限り第３埋立地の延命化を図るとともに、新た

な最終処分場建設に向けた検討を進めていかなければなりません。また、その際には、

日々進歩するリサイクル技術の中で、本市の焼却処理施設から排出される焼却灰では

容易ではないとされる焼却灰の資源化など他の最終処分の方法も調査研究することが

必要です。 

 

 ４．災害廃棄物の処理 

 

２０１１年３月の東日本大震災発生以降、大規模災害時に発生する大量の災害廃棄

物の処理体制を事前に構築しておくことの重要性が認識されています。 
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本市では、災害廃棄物を適正かつ迅速に処理し、廃棄物に起因する初期の混乱を最

小限にするため、事前準備、災害応急対応及び復旧・復興時の対応等をとりまとめた

三島市災害廃棄物処理計画を２０１７年３月に策定しました。 

今後は、社会環境の変化に対応した本計画の定期的な見直しを行うとともに、災害

発生時の具体的な処理方法の検討や災害時を想定した訓練等、実際の災害発生時を想

定した施策の推進が必要です。 

 

 ５．高齢者・障がい者への対応 

 

近年の高齢化社会の急速な進展に伴って、今後、粗大ごみ等の処理が困難な高齢者

世帯の増加が予想されます。また、障害のある方に対する配慮も必要です。 

現在、本市では、ごみ集積所へ出すことが身体的に困難で、身近な人等の協力を得

られない方に対し、玄関先まで出向いて収集に伺う「ふれあいさわやか回収」や車を

所持していない方等に配慮した「粗大ごみ戸別収集」等の制度を設けていますが、今

後は社会環境の変化に応じた適切な支援体制の構築を図っていく必要があります。 

 

 ６．ごみ処理の広域化 

 

現在使用しているごみ焼却処理施設や粗大ごみ処理施設といった中間処理施設は基

幹的設備整備工事により延命化を図りましたが、施設全体が老朽化しているため、再

度の延命化は難しいと考えられます。 

よって、将来の新たな中間処理施設建設に向けた検討を進めていく必要があります

が、その際には、本市単独での建設だけでなく、施設建設費や維持管理費の削減、焼

却熱を利用したより効率的な発電等の効果が期待できるごみ処理広域化の検討も行う

必要があります。 

 

 

第３節 地域の環境美化 

 

 １．不法投棄・違反ごみ対策 

 

近年、山間部などの大規模な不法投棄は減少傾向にありますが、本市の分別方法や

排出方法に違反した集積所のルール違反ごみが増加傾向にあります。 

今後は、不法投棄監視員や警察との連携による不法投棄防止に向けた取り組みを継

続するとともに、環境美化推進員や地域住民等との連携を密にしたルール違反ごみ削

減に向けた取り組みを強化する必要があります。 
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第４節 その他のごみ処理に関する課題 

 

 １．多額のごみ処理経費への対応 

 

本市の財政状況は早期健全化基準を大きく下回る優良な状態を維持しているとはい

え、今後は、社会保障関連経費の増加が見込まれるほか、ファシリティマネジメント

に係る多額の経費への対応が必要となってきます。 

一方、本市のごみ処理には、通常時でも年間１０億円を超える多額の経費が必要で

あり、また、今後は新たな最終処分場建設に向けた経費や将来の新たな中間処理施設

建設にかかる経費への対応も必要になります。 

今後は、限られた予算の中で、ごみ処理に係る市民サービスの低下を招くことなく、

真に必要な事業を実施するとともに、財源の確保に努めなければなりません。 

 

 ２．市民や事業者への周知啓発 

 

本市のごみ処理には多くの課題を抱えているため、２０１３年度からごみに関する

情報誌「ごみ減量トレンディ」を年４回発行し、市民に対してごみの減量や適正処理

等について周知を図っています。また、事業者に対しては、商工会議所の情報誌等を

通じて周知を図っています。 

しかしながら、２０１７年度に実施した「ごみ減量及び分別等に関する市民意識調

査」の結果によると、三島市のごみ排出量が多い原因としては「ごみ減量に対する意

識が低いから」という意見が最も多く、また、今後優先して実施すべきごみ処理施策

としては「ごみの減量やリサイクルに対する意識向上のための啓発活動の強化」とい

う意見が最も多く寄せられています。 

今後は、様々な課題解決に向け、より効果的な周知啓発方法の検討が必要です。 
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第４章  ごみ処理基本計画  

 

第１節 基本理念とめざす将来像 

 

 １．基本理念 

 

上位計画となる第２次三島市環境基本計画（後期基本計画）では、三島市環境基本

条例で定められた環境の保全及び創造について４つの基本理念を掲げています。 

本計画では、それら４つの基本理念のうち、ごみ処理に関連する以下の基本理念を

掲げるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．目指す将来像 

 

ごみに関する問題は、家庭及び事業者から排出されるごみの処理にとどまらず、生

産、流通、消費という各段階において、ごみの発生を抑制するための施策を講じてい

くことが重要です。そのため、市民一人ひとりのライフスタイルや事業者の経営に関

係する問題として捉えていく必要があります。 

今後、将来にわたって持続的に発展が可能な社会を実現するためには、天然資源の

消費を抑制し、環境への負荷を軽減することにより、自然環境を保全する循環型社会

の形成が必要となります。 

そこで、本市における目指す将来像を以下のように定め、市民、事業者及び行政が

協働して課題解決に向け取り組むこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 
 

 

■環境への負荷が少ない持続的に発展が可能な社会の実現 

「持続的発展が可能な社会」とは、将来世代が享受することができ

る健全で恵み豊かな環境を維持しながら、持続的に発展できる社

会のことです。このような社会の実現には、市民、事業者及び行

政がそれぞれの責任に応じた公平な役割分担のもとに、自主的か

つ積極的に取り組むことが必要です。 

 

 

限りある資源を大切にする環境先進都市・三島 
～市民・事業者・行政が協働で進める循環型のまちづくり～ 

目 指 す 将 来 像 
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第２節 計画目標 

 

 １．将来人口の推計 

 

本計画で採用する将来人口は、住むなら三島・総合戦略における将来人口を参考と

し、人口実績値から推計した将来人口を採用します。 

本市の人口は、２０１７年度から２０３０年度までの１３年間で約６．１％減少す

る見込みです。 

本市の将来人口の推移を以下に示します。 

 表 4-2-1 将来人口の推移  

 

 

 

 

 
 

 ２．ごみ排出量と資源化量の将来予測 

 

人口減少の影響もあり、２０３０年度のごみ排出量は、２０１７年度実績よりも約

１４．７％減少し、総資源化量は、約１６．３％減少すると予測されます。本市の現

状のまま推移した場合における、ごみ排出量と資源化量の予測は以下のとおりです。 

 表 4-2-2 現状のまま推移した場合のごみ排出量と資源化量の予測  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 図 4-2-1 現状のまま推移した場合のごみ排出量の予測  

実績

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

ｔ/年 36,989 36,816 36,266 35,590 35,066 34,586 34,232 33,718 33,320 32,941 32,666 32,226 31,888 31,558

生活系ごみ ｔ/年 26,052 25,913 25,515 25,025 24,640 24,283 24,014 23,630 23,326 23,034 22,814 22,477 22,209 21,946

事業系ごみ ｔ/年 8,948 8,962 8,850 8,707 8,603 8,510 8,449 8,349 8,278 8,212 8,173 8,094 8,040 7,989

集団回収量 ｔ/年 1,989 1,941 1,901 1,857 1,823 1,793 1,770 1,740 1,716 1,695 1,679 1,656 1,638 1,622

ｇ 912 911 899 888 879 871 863 857 851 846 841 837 833 829

ｔ/年 5,156 5,095 5,008 4,906 4,827 4,754 4,701 4,625 4,567 4,512 4,472 4,410 4,362 4,315

％ 13.9 13.8 13.8 13.8 13.8 13.7 13.7 13.7 13.7 13.7 13.7 13.7 13.7 13.7

総資源化量(集団回収含む)

リサイクル率

１人１日当たりごみ排出量

ごみ排出量

予測（現状のまま推移）
項目／年度 単位

（単位:人）

項目／年度 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

住むなら三島・
総合戦略　総人口

109,473 109,143 108,812 108,482 108,116 107,749 107,383 107,016 106,650 106,160 105,670 105,180 104,690 104,200

計画人口
(外国人登録人口含む)

111,095 110,660 110,229 109,780 109,313 108,828 108,324 107,802 107,262 106,703 106,126 105,531 104,918 104,286

※住むなら三島・総合戦略の総人口は、５年ごとの将来展望値から直線的に補間したものです。
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 ３．ごみの減量と資源化の目標 

 

本計画の最終目標年度を２０３０年度とし、目指す将来像「限りある資源を大切に

する環境先進都市・三島」の実現に向け、更なるごみの減量や資源化を推進すること

とし、本市の目標を次のとおり定めます。 

また、中間目標年度を２０２５年度とし、目標の達成状況や施策の実施状況等を踏

まえ、計画の見直しを行います。 

 

 表 4-2-3 減量化・資源化の計画目標  

項   目 
現況 中間目標 計画目標 

2017 年度 2025 年度 2030 年度 

市民１人１日当たりのごみ排出量 ９１２ｇ ８４２ｇ ８００ｇ 

ご み の リ サ イ ク ル 率 １３．９％ ２１％ ２１％ 

※市民１人１日当たりのごみ排出量は外国人を含む値 

 

 ４．目標設定の考え方 

 

前計画では、市民１人１日当たりのごみ排出量を９４３ｇ、リサイクル率を２５％

とすることを目標に掲げ、各種施策を推進してきました。その結果、前者は目標を達

成しましたが、後者は目標の達成が非常に難しい状況です。 

本計画では、前計画で推進してきたごみの減量や資源化に係る方向性を継続してい

くため、前計画と同じ目標項目を採用し、市民、事業者、行政が協働し努力すれば達

成可能と考えられる、非現実的でない目標値としました。 

その内、市民１人１日当たりのごみ排出量については、次節以降で示す様々なごみ

減量施策を推進する中で、毎年１％削減することで達成可能な値を採用することとし、

中間目標年度の２０２５年度を８４２ｇ、計画目標年度の２０３０年度を８００ｇに

設定しました。これは、国の第４次循環型社会形成推進基本計画で定める２０２５年

度の目標値（８５０ｇ）を下回る値です。 

一方、リサイクル率については、中間目標年度の２０２５年度までに２１％まで向

上させ、計画目標年度の２０３０年度まで、その値を維持する設定としました。これ

は、他市町で事例のある、かばん・靴等や集積所に排出された剪定枝を新たに資源化

するとともに、燃えるごみに含まれる資源古紙等の資源物の５５％を資源化すること

で達成可能となる値です。中間目標年度以降は、更なる市民の紙離れや店舗等におけ

る拠点回収が進むと思われる中で、市民ひとり一人が資源化を意識したライフスタイ

ルを定着させる期間として、計画目標年度までその値を維持する設定としました。 

また、この値は、最新（２０１６年度）の国のリサイクル率（平均２０．３％）を

上回る値ですが、第４次循環型社会形成推進基本計画で定める２０２５年度の目標値

（約２８％）は下回っています。この国の目標には、本市の焼却処理施設の構造上、
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実現が容易でない焼却灰のリサイクルによる資源化量等も含まれており、近年の市民

の紙離れ等を勘案すると、達成が非常に難しいことから、上記の値を採用しました。 

なお、ペットボトルや白色トレイを除くその他プラスチック製容器包装の資源化に

ついては、費用対効果や焼却処理施設への影響等を考慮し、本市では実施を見合わせ

ています。分別収集費用や選別保管費用の面で自治体の負担が大きく、指定ごみ袋が

プラスチック製容器包装の対象とならない等の幾つかの問題点があるため、中央環境

審議会から国に対し制度の施行状況の評価と検討を行うよう意見具申されています。

また国では、世界的な地球温暖化問題やマイクロプラスチック問題への対応から、プ

ラスチックごみの大量削減を目指す「プラスチック資源循環戦略」を２０１８年度中

に策定する予定です。よって、今後の方向性に不確定要素が多いことから、その他プ

ラスチック製容器包装の資源化量は、目標のリサイクル率の算定に含めないこととし

ました。 

 

 表 4-2-4 予測値（現状のまま推移）及び目標値  

2013 2015 2017 2025 2030 2025 2030

ｔ/年 43,323 40,801 36,989 33,320 31,558 32,954 30,470

１人１日当たり排出量 ｇ 1,053 999 912 851 829 842 800

9.9 14.7 10.9 17.6

(2017比) (2017比) (2017比) (2017比)

ｔ/年 6,531 6,102 5,156 4,567 4,315 6,921 6,399

％ 15.1 15.0 13.9 13.7 13.7 21.0 21.0

目標値
項目／年度

リサイクル率

総資源化量
（集団回収含む）

ごみ排出量

－－－％ごみ排出量の削減率

単位

現況
（実績値）

予測値
(現状のまま推移)
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第３節 ごみ処理の基本原則 

 

環境への負荷の少ないごみ処理を推進し、持続可能な循環型のまちづくりを推進す

るため、循環型社会形成推進基本法の基本理念を原則として、具体的な取り組みを進

めていきます。 

 

① 発生抑制（リデュース）－ ごみの発生を減らす 

循環型社会を構築するために、まず、ごみとなるようなものを出来るだけ作らない、

求めない、発生させないというライフスタイルや事業活動に転換し、ごみの発生そのも

のを抑制することが重要です。 

 
② 再使用（リユース）－ 繰り返し使用する 

不要になったものも工夫次第で何度も繰り返し使用することができます。 

市民・事業者は、不用品活用バンクやリサイクルショップ等を活用するなど、不要に

なったものの再使用に努め、ごみ排出量の削減に協力していくことが重要です。 

 
③ 再生利用（マテリアルリサイクル）－ 資源として再生し利用する 

排出抑制・再使用などを行った後に排出されるごみのうち、リサイクル可能なものに

ついては、費用対効果やごみ処理施設への影響等を考慮した上で、資源としてリサイク

ルします。 

 
④ 熱回収（サーマルリサイクル）－ 焼却熱をエネルギーとして回収する 

資源としてリサイクルできないものや、リサイクルするために多くのエネルギーや多

額の費用が必要なものは焼却処理しますが、焼却に伴い発生する熱エネルギーは温水と

して回収し、清掃センター場内の給湯、暖房などに利用します。 

 
⑤ 適正処分 

最終的に処分しなければならないものについては、環境への負荷を出来る限り低減

し、適正に処分します。 

 
 
 
 
 



- 28 - 

第４節 ごみ処理の基本方針 

 

目指す将来像「限りある資源を大切にする環境先進都市・三島」の実現に向け、本計

画の柱として、４つの基本方針を定めるとともに、その基本方針に沿って、１８の施策

を推進していきます。 

なお、ごみ処理を取り巻く環境は日々変化しており、その技術も日々進歩しています。 

よって、施策の推進に当たっては、それらの状況や市の財政状況等を適確にとらえ、

長期的な視点に立った物事の判断が必要になります。 

 

 基本方針１．ごみの減量と資源化の推進 

 

＜施策１＞排出抑制の推進（リデュース） 

＜施策２＞再使用の推進（リユース） 

＜施策３＞ごみの分別と資源化の推進（リサイクル） 

＜施策４＞ごみ処理有料化の検討 

＜施策５＞事業系ごみの適正処理や減量の推進 

 

上記５つの施策に沿って「ごみの減量と資源化の推進」に取り組んでいきます。 

 
 

 基本方針２．ごみの適正処理の推進 

 

 ＜施策１＞収集運搬体制の整備 

 ＜施策２＞中間処理体制の整備 

 ＜施策３＞最終処分体制の整備 

 ＜施策４＞一般廃棄物処理業によるごみ処理 

 ＜施策５＞災害時や緊急時のごみ処理 

 ＜施策６＞広域的な取り組みの推進 

 ＜施策７＞適正処理困難物への対応 

 ＜施策８＞違法な不用品回収業者への対策 

 

上記８つの施策に沿って「ごみの適正処理の推進」に取り組んでいきます。 

 
 

 基本方針３．環境衛生の向上 

 

 ＜施策１＞環境美化活動の推進 

 ＜施策２＞環境衛生活動の推進 

 ＜施策３＞不法投棄の防止 
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上記３つの施策に沿って「環境衛生の向上」に取り組んでいきます。 

 
 

 基本方針４．市民や事業者の意識啓発と環境教育の推進 

 

＜施策１＞周知・啓発活動の推進 

＜施策２＞環境教育・環境学習の推進 

 

上記２つの施策に沿って「市民や事業者の意識啓発と環境教育の推進」に取り組んで

いきます。



- 30 - 

第５節 施策と具体的な取り組み内容 

 

基本方針１．ごみの減量と資源化の推進 

 

＜施策１＞排出抑制の推進（リデュース） 

1-1. 食品ロスの削減 

国内で年間約６４６万トン※と推計される、食べられるにも関わらず廃棄される食

品、いわゆる「食品ロス」の削減を推進します。 ※2015 年度推計値（環境省） 

＜主な取り組み例＞  

・ごみ組成分析調査等による本市における食品ロス発生量の現状把握 

・広報誌やホームページ等の多様な媒体を利用した食品ロス削減に関する周知啓発 

・出前講座や環境教育の場における食品ロス削減の啓発 

・小売店や外食産業などの食品関連事業者との連携による食品ロスの削減 

・各家庭で余った食品を持ち寄り、必要とする方々にフードバンクなどを通じて寄付 

するフードドライブの実施 

・不要食材を利用した料理講座や食材の保存方法に関するセミナー等のイベント開催 

・学校給食の食べ残し削減に係る学校との連携 

・（仮称）食べきりレシピコンテストの実施 

・消費期限が近づいた災害用備蓄食糧の有効活用 

・「冷蔵庫の点検日」等の食品ロス削減の日の設定と周知 

・食品ロス削減に向けた取り組みに関する他市町との連携 

 

1-2. 生ごみの減量・堆肥化の推進 

集積所に排出される燃えるごみの内、湿重量で約４９．４％※を占める生ごみの減

量や堆肥化を推進します。 ※2017 年度ごみ組成分析調査による組成割合（三島市） 

＜主な取り組み例＞ 

・コンポスト・ぼかし容器の無償貸与制度の利用推進 

・生ごみの水切りの励行 

・ダンボールコンポストの販売 

・水切りグッズの開発及び配布 

・学校給食施設等における生ごみ処理機の活用 

・家庭用・事業用生ごみ処理機の利用推進 

・本市の特性を踏まえた効果的な生ごみ減量方法の調査研究 

 

1-3．買い物袋（マイバック）持参運動の推進 

市民が買い物袋（マイバック）を持参する行動の定着を図るため、更なる啓発に努

めます。 
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 1-4．レジ袋使用量削減協力店の認定 

レジ袋の使用量を削減し、ごみの減量を図るため、レジ袋使用量削減協力店への参

加を推進します。 

 

 1-5．簡易包装や詰め替え商品の利用の推進 

小売店や消費者に対し、商品の販売・購入時の包装や梱包の簡素化について働きか

けを行います。また、消費者に対し、出来るだけ詰め替え商品を利用するよう周知を

図ります。 

 

 1-6．事業者への協力要請 

食品小売業、食品卸売業、外食産業等の事業者に対し、食品ロスの削減や生ごみ等

の食品循環資源の再生利用について、協力を求めていきます。 

また、製造業や小売業等の事業者に対し、耐久性のある商品や詰め替え商品の開発、

リターナブル容器の導入等、循環型社会に寄与するごみになりにくい商品の開発や導

入について、協力を求めていきます。 

 

 1-7．その他ごみ減量施策に関する情報収集 

   他の自治体や家庭で取り入れているごみ減量施策について調査研究を行い、費用対

効果を勘案する中で、その導入について検討を行います。 

 

＜施策２＞再使用の推進（リユース） 

 2-1．フリーマーケット等の開催 

市民のリユース意識の醸成を図るため、フリーマーケットやリユース市等のイベン

トを開催します。フリーマーケットについては、出店希望者数の推移や費用対効果等

を踏まえ、実施方法の見直しを行います。 

 

 2-2．不用品活用バンクの利用推進 

不用品活用バンク制度の周知に努め、生活用品等の再使用を推進します。 

 

 2-3．リユース食器の利用推進 

   市民生活や飲食店、またイベント時において、割りばしや使い捨て食器等の利用を

減らし、マイ箸、マイボトル、マイカップ等の利用を推進します。 

 

 2-4．もったいない意識の醸成 

使用済みのものを簡単に捨てるのではなく、繰り返し大切に使うという市民の「も

ったいない」意識の醸成を図ります。 
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＜施策３＞ごみの分別と資源化の推進（リサイクル） 

 3-1．資源物の分別徹底 

集積所に排出される燃えるごみの中には、まだ多くの資源物が混入しているため、

それらを適正に分別するよう、本市のごみの分け方・出し方の周知に努めます。また、

必要に応じて、適正に分別されていないごみの収集方法について検討を行います。 

 

 3-2．施設内における資源物の選別徹底 

清掃センター施設内において、資源物の選別を徹底し、リサイクル率の向上に努め

ます。 

 

 3-3．各種リサイクル法の周知 

家電リサイクル法や容器包装リサイクル法などの各種リサイクル法について周知を

図り、適正なごみの分別と資源化を推進します。 

 

 3-4．スーパー等における店頭回収の周知 

スーパー等の店頭に設置された資源物回収ボックスの利用について、設置者の了承

を得る中で周知を図ります。また、本市の衣類等回収拠点の拡大を図るため、民間敷

地内への回収ボックスの設置について調査研究を行います。 

 

 3-5．資源ごみ集団回収団体への報奨金交付 

子ども会、ＰＴＡ、老人会など、資源ごみの集団回収を行う団体に対し、回収量に

応じた報奨金を交付し、ごみの資源化を推進します。 

 

 3-6．自治会等が行う資源ごみ集団回収の推進 

市の資源ごみ収集費用の削減や自治会等運営費の確保などを目的として、自治会等

が行う資源ごみ集団回収を推進します。 

 

 3-7．資源物等の持ち去り防止 

集積所に排出された資源物等を無断で持ち去る行為について、定期的なパトロール

や警告看板の設置等によりその防止を図るとともに、違反者に対しては、条例に基づ

く厳正な処分を行います。 

 

 3-8．ごみ組成分析調査の実施 

   集積所に排出される燃えるごみの組成分析調査を定期的に実施し、燃えるごみに含

まれる資源物の資源化について、効果的な方法を検討するための基礎資料とします。 

 

 3-9．分別収集品目・資源化品目の拡大 

新たな分別収集品目や資源化品目に関し、他市町の事例や資源化業者が発する情報
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等について調査研究を行い、費用対効果や環境への影響等を勘案する中で、その導入

について検討を進めます。 

 

 3-10．廃プラスチック類の分別品目拡大 

ペットボトルや白色トレイを除くその他プラスチック製容器包装の資源化について、

検討を行います。 

ただし、資源化を行う場合は、中間処理施設建設に係る初期費用をはじめ、収集運

搬費や中間処理費等に毎年多額の費用が必要になります。現在、中央環境審議会から

国に対し制度の施行状況の評価と検討を行うよう意見具申されており、また、国では、

プラスチックごみの大量削減を目指す「プラスチック資源循環戦略」を２０１８年度

中に策定する予定です。よって、それらの情報を注視するとともに、市の財政状況や

費用対効果、焼却処理施設や環境への影響、新たな焼却処理施設の整備計画等、多面

的な観点から検討を行う必要があります。 

 

＜施策４＞ごみ処理有料化の検討 

 4-1．生活系収集ごみの有料化の検討 

生活系ごみの有料化は、ごみの排出抑制、排出量に応じた費用負担の公平化及びご

み処理に係る税負担の軽減に加え、本市では近隣市町からのごみの流入防止に有効な

施策として考えられており、環境省では「一般廃棄物処理有料化の手引き」を策定し、

ごみ処理の有料化を推進しています。本市では、２０１６年度から生活系持ち込みご

みの有料化を実施しました。 

今後は、他の施策によるごみ減量効果、現施設の老朽化や新施設建設に伴い今後増

大が予想されるごみ処理経費と市の財政状況とのバランス、他市町の有料化の状況等

を総合的に勘案する中で、生活系収集ごみの有料化について検討を行います。 

 

 4-2．一般廃棄物処理手数料の見直し 

本市では、２０１６年度に生活系持ち込みごみの有料化と事業系一般廃棄物処理手

数料の改正を行い、２０１８年度には少量排出事業者制度を改正し、事業系収集ごみ

の有料化を実施しました。 

今後は、これらの施策によるごみ減量効果、ごみ処理経費の推移、他市町の手数料

の状況等を総合的に勘案する中で、定期的に手数料の見直しについて検討を行います。 

 

＜施策５＞事業系ごみの適正処理や減量の推進 

 5-1．少量排出事業者の適正なごみ処理等の推進 

事業活動に伴うごみの処理にかかる本市独自の制度である少量排出事業者制度を利

用してごみを処理する事業者が、法令や例規に基づいた適正なごみ処理を行い、ごみ

の減量に努めるよう、周知活動や指導に努めます。 
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 5-2．直接搬入事業者等の適正なごみ処理等の推進 

廃棄物処理法上、事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任にお

いて適正に処理しなければなりません。そのため、清掃センターに直接ごみを搬入す

る事業者や収集運搬許可業者に対し、定期的なごみ搬入検査や立入検査を行い、ごみ

の適正処理や減量について適切な指導を行います。 

 

 5-3．多量排出事業者等への指導 

   自ら処理することなく、多量に一般廃棄物を排出する事業者に対して、ごみの減量

計画を作成させる等、ごみの減量に向けた取り組みについて適切な指導を行います。 

 

 5-4．資源古紙の分別に関する指導 

   少量排出事業者や直接搬入事業者のごみには、資源化できる古紙が、まだ多く含ま

れているため、適正に分別し資源化するよう適切な指導を行います。 

 

 5-5．優良事業者が行う取組みの情報提供 

   ごみの減量や資源化に積極的に取り組む事業者に関し、その取り組み方法や成果等

について、他の事業者の参考となるよう、周知啓発を行います。 

 

 5-6．市関連施設の適正なごみ処理等の推進 

   市が他の事業者の手本となるよう、市関連施設から発生するごみの適正処理や減量

に努めます。 
 
 

基本方針２．ごみの適正処理の推進 

 

＜施策１＞収集運搬体制の整備 

 1-1．安定かつ効率的な収集運搬体制の整備 

ごみの収集運搬は、本市の公衆衛生の維持に関わる非常に重要な業務であり、安定

かつ効率的に実施しなければなりません。そのため、ごみ処理経費の削減に努めつつ、

災害発生時の対応を含め、本市の分別区分やごみ処理フローを踏まえた質の高い収集

運搬体制を整備していきます。 

 

 1-2．高齢者や障がい者等に配慮した収集運搬体制の整備 

車を所持していない方や高齢者等に配慮した粗大ごみ戸別収集事業や、日頃のごみ

出しが困難な方を対象に安否確認も併せて行うふれあいさわやか回収事業を継続する

とともに、社会環境の変化に応じた高齢者や障がい者等に配慮した収集運搬体制の整

備を推進します。 

 

 1-3．ごみ集積所の適正管理 

自治会・町内会や環境美化推進員の協力のもと、適正なごみ集積所の管理に努めま

す。また、地域の実情に応じたごみ集積所の新設や変更等に対応していきます。 
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＜施策２＞中間処理体制の整備 

 2-1．適正な中間処理施設の維持管理 

日々の保守点検をはじめ、専門的な技術者による定期点検や法定検査等を行い、施

設の安定かつ効率的な稼働に努めます。 

また、二酸化炭素（ＣＯ２）排出量の削減や省エネルギー対策に配慮した運転管理

に努めます。 

 

 2-2．中間処理施設の延命化 

基幹的設備整備工事による延命化の効果を失わないよう、長寿命化計画等に基づく

予防保全的な設備の更新や修繕を行います。 

 

 2-3．環境測定による法令順守 

ダイオキシン類の測定をはじめ、大気や水質など、定期的な環境測定を実施し、関

係法令を順守した安全・安心なごみ処理を行います。 

 

 2-4．包括的業務委託の検討 

   民間事業者の創意工夫や持てるノウハウを活用し、効率的・効果的に施設の管理運

営を行うため、複数の施設や業務を包括的に委託することを包括的業務委託と言いま

す。本市においても、効率的かつ経済的な施設の管理運営を実施するため、費用対効

果を検証しながら包括的業務委託の導入について検討を行います。 

 

 2-5．新たな中間処理施設の検討 

現施設の延命化を図るとともに、将来の新たな中間処理施設建設に向けた検討を行

います。また、その際には、近隣市町との連携によるごみ処理の広域化について併せ

て検討を行うほか、発電等による高効率なエネルギー回収施設への更新、回収したエ

ネルギーの活用、災害時の防災拠点としての活用、バイオマス資源の活用等について

検討を行います。 

 

＜施策３＞最終処分体制の整備 

3-1．適正な最終処分施設の維持管理 

焼却固化灰及び不燃物残さを最終処分場に適正に埋立て管理します。また、最終処

分場からの浸出水を適正に処理し、安全なかたちで公共下水道に放流します。 

 

3-2．最終処分施設の延命化 

焼却固化灰の計画的な外部搬出を継続し、現在使用している最終処分場の延命化を

図ります。また、浸出水処理施設の適正な保守点検や法定検査、予防保全的な設備の

更新や修繕を行い、その延命化を図ります。 
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3-3．環境測定による法令順守 

ダイオキシン類の測定をはじめ、土壌や水質など、定期的な環境測定を実施し、関

係法令を順守した安全・安心なごみ処理を行います。 

 

3-4．新たな最終処分場の整備 

現在使用している最終処分場（第３埋立地）の残容量が逼迫しているため、地権者

や近隣住民との合意形成を図りつつ、新たな処分場の整備に向けた手続きを進めてい

きます。また、それと並行して、焼却灰の資源化など、他の最終処分の方法について

調査研究を行います。 

 

＜施策４＞一般廃棄物処理業によるごみ処理 

4-1．収集運搬業の許可 

近年の本市のごみ排出量の推移等を勘案し、新たな収集運搬業の許可は行わないこ

ととします。ただし、ごみの減量や資源化に確実に寄与し、適正に処理ができると見

込まれる収集運搬業については、ごみ種を限定するなかで許可を検討します。 

 

4-2．処分業の許可 

ごみの減量や資源化を目的とし、適正に処理ができることが確実である処分業につ

いては、許可を検討します。 

 

4-3．ごみ搬入検査・立入検査 

法令や市の例規に基づいた適正なごみ処理を行うよう、定期的に一般廃棄物処理業

者に対するごみ搬入検査や立入検査を行い、適切な指導を行います。 

 

＜施策５＞災害時や緊急時のごみ処理 

 5-1．災害廃棄物処理計画の管理等 

２０１７年３月に策定した三島市災害廃棄物処理計画について、災害廃棄物を取り

巻く状況や社会環境の変化に応じた定期的な見直しを行います。また、実際の災害時

に適正かつ迅速に災害廃棄物を処理できるよう、具体的な処理方法の検討を行います。 

 

 5-2．訓練の実施 

大規模災害時の混乱を最小限にするため、実際の災害発生時を想定した訓練を実施

します。 

 

 5-3．災害時や緊急時における相互援助協力 

災害時や緊急時におけるごみの収集運搬や処分に関し、各種団体や他市町との相互

援助協力について協議を行います。 
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＜施策６＞広域的な取り組みの推進 

 6-1．広域的な会議への参加 

全国都市清掃会議、静岡県都市清掃協議会、駿豆地区広域市町ごみ処理問題検討会

等に参加し、ごみ処理に関する課題や問題点等について情報交換を行い、円滑なごみ

処理を推進します。 

 

 6-2．ごみ処理広域化の検討 

新たな中間処理施設建設に向けた検討を進めるのに際し、本市単独での建設だけで

なく、施設建設費や維持管理費の削減、焼却熱を利用したより効率的な発電等の効果

が期待できる近隣市町とのごみ処理の広域化について併せて検討を行います。 

 

＜施策７＞適正処理困難物への対応 

 7-1．適正処理困難物の指定 

本市のごみ処理施設の設備や技術では、適正な処理が困難なごみについては、適正

処理困難物に指定します。 

 

 7-2．排出者等への対応 

適正処理困難物の製造業者、販売店、専門の処理業者等に対し、適正処理困難物の

処理について必要な協力を求めるとともに、排出者に対し、それらの事業者に処理を

依頼するよう協力を求めます。 

 

＜施策８＞違法な不用品回収業者への対策 

 8-1．市民等への周知 

家庭等で出る不用品を無許可で回収し、不適正処理や輸出等を行う違法な不用品回

収業者を利用しないよう市民等に周知を図ります。 

 

 8-2．関係機関との連携 

警察や消防など関係機関との連携を深め、相互の通報・連絡体制を強化し、違法な

不用品回収の防止に努めます。 

 
 

基本方針３．環境衛生の向上 

 

＜施策１＞環境美化活動の推進 

 1-1．環境美化推進員活動の支援 

自治会連合会役員及び自治会等から推薦された環境美化推進員で組織する環境美化

推進員会に対し、活動費の補助金を交付するほか、研修会等を実施し、地域における

環境美化推進員の円滑な活動を支援します。 



- 38 - 

 1-2．環境美化に関する各種イベントの実施 

環境美化推進大会、統一美化キャンペーン、三島の川をきれいにする奉仕活動など、

美しいまちづくりを推進するためのイベントを市民の協力を得て実施します。 

 

 1-3．自治会等が行う清掃活動の支援 

自治会や町内会等が行う清掃活動に伴い発生するごみや草木等を清掃センターで受

け入れるなど、その活動を支援します。 

 

＜施策２＞環境衛生活動の推進 

 2-1．環境衛生週間ポスター・標語展の実施 

環境衛生週間の取り組みの一環として、市内の小・中学校からポスター・標語の募

集・展示を行い、環境衛生に対する意識の醸成を図ります。 

 

 2-2．死亡動物の処理 

市民等からの通報があった公共の場で死んでいる動物について、出来るだけ速やか

に収集し、適正な処理を行います。 

 

＜施策３＞不法投棄の防止 

 3-1．不法投棄監視員等による監視体制の強化 

不法投棄監視員や委託業者と連携し、巡回監視パトロールを実施する他、箱根西麓

の山間部等に監視カメラを設置し監視体制の強化を図ります。また、希望のあった市

民等に対しては不法投棄防止用看板を配布するなどの支援を行います。 

 

 3-2．関係機関との連携 

警察、自治会、県などの関係機関との連携を深め、相互の通報・連絡体制を強化し、

不法投棄の防止に努めます。 

 

 3-3．不法投棄物等の適正処理 

通報のあった不法投棄物については、土地所有者（管理者）や警察等と連携し、適

正に回収・処理を行います。 

 

 3-4．ルール違反ごみ等への対応 

近年増加している集積所のルール違反ごみや他市町から持ち込まれるごみについて、

自治会や環境美化推進員等と連携し、その削減に努めるとともに、違反者に対し適切

な指導を行います。 

 

 3-5．共同住宅の管理者等に対する協力要請 

   共同住宅の入居者から排出されるごみは、一戸建て住宅の住民から排出されるごみ
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と比べ、比較的、ルール違反となるものが多く見られます。よって、共同住宅の管理

者等に対し、その対策を講じるよう協力を求めます。 

 

3-6．指定ごみ袋への排出者名等の記入に関する検討 

  ごみの適正処理に対する市民意識の向上を図り、集積所のルール違反ごみを削減す

るため、市民意識調査の結果や他市町の状況等を踏まえ、指定ごみ袋への排出者名等

の記入について検討を行います。 

 
 

基本方針４．市民や事業者の意識啓発と環境教育の推進 

 

＜施策１＞周知・啓発活動の推進 

 1-1．広報誌等による周知啓発 

ごみ処理の現状や課題、施策の実施状況等について、広報誌や啓発チラシ、ホーム

ページやイベント等、多様な媒体や機会を通じて周知啓発を図ります。 

 

 1-2．ごみ処理に関する情報提供 

市民や事業者が率先してごみの減量や資源化、適正なごみ処理を行うよう、多様な

媒体や機会を通じて、ごみの排出方法や分別方法等に関する情報提供に努めます。 

 

 1-3．外国人に対する情報提供 

   近年の国際化社会の進展により、本市においても多くの外国人が居住しているため、

分別方法等に関する外国人向けパンフレット等を作成し、ごみの適正な分別・排出の

情報提供に努めます。 

 

 1-4．出前講座等の開催 

各種団体への出前講座を積極的に開催し、本市のごみ処理の現状や課題、適正な分

別区分等を共有していただき、市民のごみ処理に対する意識啓発を図ります。 

 

 1-5．自治会や環境ボランティア等との連携・協働による施策の推進 

自治会や町内会をはじめ、地域の環境美化の一翼を担う「環境美化推進員」やごみ

の減量やリサイクルに関する活動を自ら率先して行う「ごみ減量アドバイザー」等と

連携・協働し、ごみ処理に関する周知啓発活動を推進します。 

 

 1-6．環境ボランティアの育成・支援 

   ３Ｒ活動を自ら率先して行い、その活動を広める役割を担う、「ごみ減量アドバイザ

ー」をはじめとする環境ボランティアの育成に努めるとともに、その活動を支援し  

ます。 
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 1-7．説明会等の開催による市民や事業者への周知 

   ごみ処理に関する制度改正や、ごみの分け方・出し方の変更等があった場合は、市

民や事業者を対象に説明会等を開催し、その周知を図ります。 

 

 1-8．ごみに関する市民意識調査の実施 

   ごみに関する市民意識調査を定期的に実施し、ごみの減量や資源化施策の推進方法、

効果的な周知・啓発方法等を検討するための基礎資料とします。 

 

＜施策２＞環境教育・環境学習の推進 

 2-1．ごみ処理施設見学の受け入れ 

ごみ問題への理解と関心を深め、ごみの減量や資源化に向けた行動を促進するため、

市内小学校児童の社会科見学をはじめ、積極的に市民の施設見学を受け入れます。 

 

 2-2．教育機関と連携した環境教育の推進 

小中学生を対象にした出前講座の実施や、環境教育教材や副読本の作成・配布によ

り、ごみ問題について自ら考え、率先して行動ができる人づくりを推進します。 

 

 2-3．消費者教育の充実 

ごみに関する問題意識を持ち、自ら率先して行動できる消費者を育成するため、消

費者教育の充実を図ります。 



表 4-5-1 施策の体系とスケジュール 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

‐4
1

‐ 

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

1-1-1 ★食品ロスの削減 〇

1-1-2 生ごみの減量・堆肥化の推進 〇

1-1-3 買い物袋（マイバック）持参運動の推進 〇

1-1-4 レジ袋使用量削減協力店の認定 〇

1-1-5 簡易包装や詰め替え商品の利用の推進 〇

1-1-6 事業者への協力要請 ◎

1-1-7 その他ごみ減量施策に関する情報収集 ◎

1-2-1 フリーマーケット等の開催 〇

1-2-2 不用品活用バンクの利用推進 〇

1-2-3 リユース食器の利用推進 ◎

1-2-4 もったいない意識の醸成 ◎

1-3-1 ★資源物の分別徹底 〇

1-3-2 施設内における資源物の選別徹底 〇

1-3-3 各種リサイクル法の周知 〇

1-3-4 スーパー等における店頭回収の周知 〇

1-3-5 資源ごみ集団回収団体への報奨金交付 〇

1-3-6 自治会等が行う資源ごみ集団回収の推進 〇

1-3-7 資源物等の持ち去り防止 〇

1-3-8 ごみ組成分析調査の実施 ◎

1-3-9 ★分別収集品目・資源化品目の拡大 〇

1-3-10 廃プラスチック類の分別品目拡大 〇

1-4-1 ★生活系収集ごみの有料化の検討 ◎

1-4-2 一般廃棄物処理手数料の見直し 〇

1-5-1 ★少量排出事業者の適正なごみ処理等の推進 〇

1-5-2 ★直接搬入事業者等の適正なごみ処理等の推進 〇

1-5-3 ★多量排出事業者等への指導 〇

1-5-4 ★資源古紙の分別に関する指導 ◎

1-5-5 ★優良事業者が行う取組みの情報提供 ◎

1-5-6 ★市関連施設の適正なごみ処理等の推進 ◎

2-1-1 安定かつ効率的な収集運搬体制の整備 〇

2-1-2 高齢者や障がい者等に配慮した収集運搬体制の整備 〇

2-1-3 ごみ集積所の適正管理 〇

2-2-1 適正な中間処理施設の維持管理 〇

2-2-2 中間処理施設の延命化 〇

2-2-3 環境測定による法令順守 〇

2-2-4 包括的業務委託の検討 ◎

2-2-5 ★新たな中間処理施設の検討 ◎

2-3-1 適正な最終処分施設の維持管理 〇

2-3-2 最終処分施設の延命化 〇

2-3-3 環境測定による法令順守 〇

2-3-4 ★新たな最終処分場の整備 〇

2-4-1 収集運搬業の許可 〇

2-4-2 処分業の許可 〇

2-4-3 ごみ搬入検査・立入検査 〇

2-5-1 災害廃棄物処理計画の管理等 〇

2-5-2 訓練の実施 〇

2-5-3 災害時や緊急時における相互援助協力 〇

2-6-1 広域的な会議への参加 〇

2-6-2 ごみ処理広域化の検討 〇

2-7-1 適正処理困難物の指定 〇

2-7-2 排出者等への対応 〇

2-8-1 市民等への周知 〇

2-8-2 関係機関との連携 〇

※スケジュールに未確定な要素があるものについては破線で示す。

施策5 事業系ごみの適正処理や減量の推進

施策4 ごみ処理有料化の検討

最終処分体制の整備

施策4 一般廃棄物処理業によるごみ処理

基本方針 施策

施策2

施策1
排出抑制の推進
（リデュース）

【基本方針１】
ごみの減量と資源化の推進

違法な不用品回収業者への対策

施策3

スケジュール

施策1 収集運搬体制の整備

施策2 中間処理体制の整備

具体的な取り組み
（★は重点的な取り組み）

継続〇
新規◎

再使用の推進
（リユース）

施策3
ごみの分別と資源化の推進
（リサイクル）

施策5 災害時や緊急時のごみ処理

【基本方針２】
安定的かつ効率的なごみ処
理体制の整備

施策6 広域的な取り組みの推進

施策7 適正処理困難物への対応

施策8



表 4-5-1 施策の体系とスケジュール 
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2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

3-1-1 環境美化推進員活動の支援 〇

3-1-2 環境美化に関する各種イベントの実施 〇

3-1-3 自治会等が行う清掃活動の支援 〇

3-2-1 環境衛生週間ポスター・標語展の実施 〇

3-2-2 死亡動物の処理 〇

3-3-1 不法投棄監視員等による監視体制の強化 〇

3-3-2 関係機関との連携 〇

3-3-3 不法投棄物等の適正処理 〇

3-3-4 ★ルール違反ごみ等への対応 〇

3-3-5 共同住宅の管理者等に対する協力要請 ◎

3-3-6 指定ごみ袋への排出者名等記入に関する検討 ◎

4-1-1 ★広報誌等による周知啓発 〇

4-1-2 ★ごみ処理に関する情報提供 〇

4-1-3 ★外国人に対する情報提供 ◎

4-1-4 ★出前講座等の開催 〇

4-1-5 ★自治会や環境ボランティア等との連携・協働による施策の推進 〇

4-1-6 ★環境ボランティアの育成・支援 〇

4-1-7 ★説明会等の開催による市民や事業者への周知 ◎

4-1-8 ★ごみに関する市民意識調査の実施 ◎

4-2-1 ごみ処理施設見学の受け入れ 〇

4-2-2 教育機関と連携した環境教育の推進 〇

4-2-3 消費者教育の充実 〇

※スケジュールに未確定な要素があるものについては破線で示す。

環境教育・環境学習の推進

【基本方針４】
市民や事業者の意識啓発と
環境教育の推進

施策2

具体的な取り組み

施策1 環境美化活動の推進

施策2 環境衛生活動の推進

スケジュール
施策基本方針

施策1 周知・啓発活動の推進

【基本方針３】
環境衛生の向上

施策3 不法投棄の防止
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第６節 重点的な取組み内容 

 

  第５節で示した施策と具体的な取り組みの内、以下に示す９つの取り組みを、重点的

に推進していきます。 

 

1-1-1 食品ロスの削減 

  ２０１７年度に実施した集積所に排出される燃えるごみの組成分析調査を実施したと

ころ、湿重量の約４９．４％が厨芥類（生ごみ等）という結果でした。２０１６年度の

燃えるごみの排出量から計算すると約１０，４９２トンが厨芥類（生ごみ等）というこ

とになります。よって、本市のごみの減量を進めるためには、厨芥類（生ごみ等）の減

量が最も効果的な方法です。 

  一方、近年、まだ食べられるのに廃棄される食品、いわゆる「食品ロス」が全国的に

問題となっています。環境省の最新（２０１５年度）のデータによると、日本の食品ロ

ス量は年間６４６万トンと推計され、国民１人当たりに換算すると、お茶碗１杯分（約

１３９ｇ）の食べ物が毎日捨てられていることになります。また、これは世界の食糧援

助量（２０１４年度で年間約３２０万トン）の約２倍に相当します。 

  これらのことを踏まえ、本市のごみの減量に最も効果的な生ごみの削減に向け、その

中でも食品ロスの削減に重点的に取組むこととします。 

  なお、食品ロスには、家庭から出る食べ残しや可食部分の過剰除去等だけでなく、食

品メーカーの製造過程で発生する規格外品、小売店の期限切れの食糧品、飲食店の食べ

残しなど食品関連事業者から排出される食品ロスも多くあります。 

  よって、効果的な施策の推進に向けては、市民の意識啓発を図るだけではなく、食品

関連事業者との連携・協働による取り組みが必要になります。 

 

1-3-1 資源物の分別徹底 

 上記に示した組成分析調査の結果によると、燃えるごみの中には、資源化できる紙類が

約１３．９％、衣類等が約２．２％など、まだ多くの資源物が含まれています。 

一方、本市のリサイクル率は２０１７年度の実績で１３．９％であり、県の平均１８．

６％と比較するとかなり低い状況にあります。これは、本市が他市町で実施しているプラ

スチック製容器包装の資源化や焼却灰の資源化を、費用対効果や施設への影響等を考慮し

て実施していないことが主な要因と考えられますが、それらに加え、本来資源化できる資

源物が適正に分別されていないことも少なからず要因として考えられます。 

よって、本市のごみの分け方・出し方に従い、適正に資源物を分別して排出するよう市

民意識の醸成を図る取り組みを推進します。また、様々な取り組みを行っても効果がない

ようであれば、適正に分別されていないごみをルール違反ごみとする等、収集方法の変更

についても検討を行います。 
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1-3-9 分別収集品目・資源化品目の拡大 

 前項で示したとおり、本市のリサイクル率は県の平均よりかなり低い状況です。リサイ

クル率が上がれば、その分、焼却するごみが減るため、焼却後に排出される焼却灰が減り、

それを埋め立てる最終処分場の延命化に繋がります。また、資源の有効利用が図られ、循

環型社会の形成に寄与することになります。 

 本市では、現在、ビン類や資源古紙等の分別収集や清掃センターでの選別によって、２

４品目を資源化しています。近年では、２０１３年度から衣類等の資源化、２０１４年度

から羽毛布団の資源化を実施したところです。 

 しかしながら、県内の他市町の例を見ると、本市では実施していないかばん・靴類の資

源化や集積所に排出された剪定枝の資源化等を実施している市町があります。 

 よって、今後は、リサイクル率の向上を図るため、他市町の事例や資源化業者が発する

情報等を調査研究し、費用対効果や環境への影響等を勘案する中で、新たな分別収集品目

や資源化品目の導入に向けた検討を進めます。 

 

1-4-1 生活系収集ごみの有料化の検討 

 本市では、２０１６年度に生活系持ち込みごみの有料化と事業系持ち込みごみに係る一

般廃棄物処理手数料の改正を行い、２０１８年度には少量排出事業者制度の改正により、

事業系収集ごみの有料化を行いました。そして、これらの施策が大きな要因となって、本

市のごみ排出量は着実に減少しており、市民１人１日当たりのごみ排出量は２０１５年度

から２０１７年度にかけ８．７％減少しました。 

 しかしながら、本市のごみ排出量は未だ国や県の平均を上回っており、今後のごみ減量

施策を考える上で、現在は本市で実施していない生活系収集ごみの有料化についても検討

する必要があります。全国を見ると約６４％の市区町村（約５８％の市区）が生活系収集

ごみの有料化を実施しており、静岡県内では約５１％の市町（約４８％の市）が実施して

います。 

 生活系収集ごみの有料化は、ごみの排出抑制、排出量に応じた費用負担の公平化及びご

み処理に係る税負担の軽減に有効な施策として考えられ、環境省では「一般廃棄物処理有

料化の手引き」を策定し、ごみ処理の有料化を推進しています。また、本市においては、

近隣市町からのごみの流入防止に大変効果的な施策と考えられます。 

 よって、今後は、他の施策によるごみ減量効果、現施設の老朽化や新施設建設に伴い今

後増大が予想されるごみ処理経費と市の財政状況とのバランス、更には他市町の有料化の

状況等を総合的に勘案する中で、生活系収集ごみの有料化について検討を行います。 

 

1-5 事業系ごみの適正処理や減量の推進 

 廃棄物処理法上、事業者は事業活動に伴って生じた廃棄物を、自らの責任において適正

に処理しなければなりません。しかしながら、清掃センターに搬入される事業系ごみの中

には、本来、清掃センターで処理できない産業廃棄物に該当するごみや、資源化できる紙
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ごみが多く含まれています。 

 よって、清掃センターに直接ごみを搬入する事業者や収集運搬業者に対し、定期的なご

み搬入検査や立入検査を行い、ごみの適正処理や減量について適切な指導を行います。 

また、本市には、１回のごみ排出量（一般廃棄物に限る）１０ｋｇ以下の事業者が、地

域の集積所を利用してごみを処理できる、いわゆる「少量排出事業者制度」がありますが、

本制度を２０１８年度に改正し、それまで処理手数料を負担せずに、生活系指定収集袋で

ごみを集積所に排出できた制度を、処理手数料を負担して、事業系指定収集袋でごみを集

積所に排出する制度に改正しました。これは、改正前の制度内容に、「事業系ごみの自己処

理責任の原則に即していないこと」、「無料でごみを処理できるため本市のごみ量が多い一

因となっていること」、「清掃センターに直接ごみを搬入し手数料を納付している事業者等

と費用負担の公平性を欠く状況にあること」の３つの問題点があったためです。 

 国の経済センサス基礎調査によると、市内の事業者数は５，５３０あり、その内、清掃

センターに直接ごみを搬入するか、若しくは、収集運搬業者に処理を委託している事業者

は約１，０００あります。それらを差し引いた約４，５３０の事業者は、少量排出事業者

として集積所にごみを排出している可能性のある事業者です。 

 今後は、少量排出事業者制度を利用してごみを処理する事業者が、適正に市に届出を行

い、法令や例規に基づいた適正なごみ処理を行うよう、周知や指導に努めていきます。 

 

2-2-5 新たな中間処理施設の検討 

 本市の中間処理施設は老朽化が進んでいたため、焼却処理施設は２０１３年度から２０

１５年度にかけ、粗大ごみ処理施設は２０１３年度と２０１６年度に基幹的設備整備工事

を実施し、中間処理施設の処理能力を回復させ、いずれも約１５年の延命化を図りました。 

 しかし、施設全体が老朽化しているため、再度の延命化は難しいと考えられ、その後は、

新たな中間処理施設が必要になります。その建設に当たっては、用地の選定も含めると相

当な期間を要することから、早い段階から新施設の建設に向けた検討を進めていきます。 

また、その際には、施設建設費や維持管理費の削減等が期待できる、近隣市町との連携

によるごみ処理の広域化について併せて検討を行うほか、発電等による高効率なエネルギ

ー回収施設への更新、回収したエネルギーの活用、災害時の防災拠点としての活用、バイ

オマス資源の活用等について検討を行います。 

 

2-3-4 新たな最終処分場の整備 

 本市の最終処分場は第１、第２、第３埋立地があり、第１、第２埋立地は既に埋め立て

が完了しているため、現在は第３埋立地に焼却灰や不燃物残さを埋め立てています。 

 しかし、第３埋立地の残容量は逼迫しており、２０１７年１２月末現在で、約１０．１％

（８，２２７㎥）という状況です。そのため、２０１０年度から焼却固化灰の一部を市外

に搬出し、最終処分場の延命化を図っています。 

 また、２０１１年３月の東日本大震災発生以降、大規模災害時に発生する大量の災害廃
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棄物の処理体制を事前に構築しておくことが重要視されています。県では、最終処分場に

ついて、想定される量の災害廃棄物を最終処分した後、１０年間分の埋立て容量を確保す

るよう求めていますが、本市ではその容量を確保できていない状況です。 

 これらのことから、本市では新たな最終処分場の整備が必要となっており、現在は、第

３埋立地の延命化を図りながら、最終候補地の選定作業を行っているところです。 

今後は、地権者や近隣住民との合意形成を図りつつ、新たな最終処分場の整備に向けた

手続きを慎重かつ丁寧に進めていきます。 

  

3-3-4 ルール違反ごみ等への対応 

２０１３年度から２０１５年度にかけ実施した、ごみ焼却処理施設の基幹的設備整備工

事による延命化の効果を低下させないよう、２０１６年度から集積所に排出されたごみの

収集基準を厳格化しました。この収集基準の厳格化により、集積所に残されるルール違反

ごみが増加し、他市町から持ち込まれるごみと併せ、その対策が必要となっています。 

基準の大きさを超えて出されたごみは、そのまま回収すると施設の稼働に悪影響を及ぼ

すため、ルール違反ごみとして違反シールを貼り集積所に残していく措置をとっています。

また、改善されないルール違反ごみについては、回収後に排出者が判明した場合は、警告

文の発送や直接の指導を行っています。 

今後は、ルール違反となる理由や施設の延命化の重要性を市民に親切かつ丁寧に周知す

るとともに、自治会や環境美化推進員等と連携し、ルール違反ごみや他市町から持ち込ま

れるごみの削減に向けた取り組みを推進していきます。 

 

4-1 周知・啓発活動の推進 

２０１７年度に市民２，０００人を対象に実施した「ごみ減量及び分別等に関する市民

意識調査」によると、本市のごみ排出量が多い原因については、「ごみ減量に対する意識が

低いから」という回答が６５．９％と最も多く、今後優先して実施すべきごみ処理施策に

ついては、「ごみの減量やリサイクルに対する意識向上のための啓発活動の強化」という回

答が５２．７％と最も多いという結果でした。 

これらの結果を踏まえ、今後はごみの減量や資源化の推進に向け、周知啓発活動の強化

に取り組んでいきます。 

取り組みの内容としては、主なものとして、広報誌やホームページ等の多様な媒体を通

じたごみ処理に関する情報提供や周知啓発の強化、各種団体に対する積極的な出前講座の

開催、環境美化推進員やごみ減量アドバイザーとの連携・協働による周知啓発活動の推進

などが挙げられます。 
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第７節 計画の推進体制 

 

 １．市民・事業者・行政の役割 

 

本市で発生したごみ（一般廃棄物）は、本計画に基づき、市が市民の生活環境に支

障が生じないうちに収集し、これを運搬し、適正に処分しなければなりません。 

一方、ごみ（一般廃棄物）は、日常の市民生活や事業活動に伴い発生するものです

が、廃棄物処理法には、国民の責務や事業者の責務として、廃棄物の排出抑制や行政

が進める施策への協力等が規定されているほか、事業系ごみについては、事業者自ら

の責任により適正処理を行うよう規定されています。 

本計画に掲げられた目指す将来像や目標を達成するためには、市民・事業者・行政

がそれぞれの役割を強く認識し、その役割を果たすとともに、三者が協働して、計画

に位置付けられた基本方針や具体的な取り組みを推進していくことが重要です。 

 

１ 市民の役割 

市民一人ひとりが、ごみを排出している当事者であるという責任と自覚を持ち、

３Ｒ活動の実践を通じ、ごみの減量や資源化に係る取り組みの中心的な役割を担っ

ていく必要があります。また、行政が実施する施策への協力、決められた分別方法

や各種リサイクル法の順守など、ごみの適正排出と適正処理を実践しなければなり

ません。 

 

① 発生抑制（リデュース）の実践 

・ 食べ残しをしないことや食材を使い切ること等で食品ロスを削減する。 

・ マイバックなどを持参し、レジ袋や過剰包装を断る。 

・ 使い捨て商品の購入を控え、繰り返し使える商品や詰め替え商品などを選ぶ。 

・ 生ごみ減量のため、生ごみ処理容器などを積極的に利用する。 

など、ごみになるようなものを求めない、発生させないライフスタイルへの転換

を実践する。 

 

② 再使用（リユース）の実践 

・ 繰り返し使用できるものは、できる限り長く使用する。 

・ 修理できるものは修理をし、できる限り長く使用する。 

・ フリーマーケットやリユース市、不用品活用バンクなどを活用する。 

など、ものを繰り返し使うことや、できる限り長く使うことを実践する。 

 

③ 再生利用（リサイクル）の実践 

・ 簡易包装や店頭回収など、ごみの減量やリサイクルに協力している店をでき

る限り利用する。 
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・ スーパー、ホームセンター等に設置された回収ボックスなどを利用する。 

・ ごみの集団回収に協力する。 

など、リサイクル活動を推進している店や団体に協力し、自らリサイクル活動を

実践する。 

 

④ 市の施策への協力 

本計画に沿って市が進めるごみの減量や資源化の取り組みに積極的に協力する。 

市が発するごみの減量や資源化、ごみの分別方法等に関する情報を積極的に確

認し、適正なごみ処理を実践する。 

 

⑤ 適正なごみの排出と集積所の適正管理 

市が定めた分別ルールや排出時間、各種リサイクル法に定められた排出方法等

を順守し、ごみを適正に排出する。また、自治会や町内会ごとに決められたごみ

集積所に排出するとともに、環境美化推進員や自治会等が行う適正なごみ集積所

の維持管理に協力する。 

 

   ⑥ 清掃活動への参加 

     自治会等が行う清掃活動に積極的に参加し、地域の環境美化活動に貢献する。 

 

   ⑦ 不法投棄やルール違反ごみ等に関する通報 

     不法投棄やルール違反ごみ、違法な不用品回収業者、ごみ集積所に産業廃棄物

を排出している事業者、資源物を集積所から持ち去る者等を発見した場合は、市

に通報する。 

 

２ 事業者の役割 

事業者は、事業活動に伴って生じたごみを自らの責任で適正に処理することが原

則であることを自覚するとともに、ごみの減量や資源化を積極的に推進していく必

要があります。 

また、再使用や再資源化を考慮した商品開発、使い終わった後の容器等の回収ル

ートの構築、更には適正な処理方法に関する情報提供等を積極的に行うとともに、

ごみの減量や適正な処理の確保に関し、市の施策に協力しなければなりません。 

 

① ごみ減量化の実践 

・ 事業者は、発生するごみ量や性質を把握し、計画的にごみの減量に取り組む。 

・ 事業者は、法令に基づくごみの適正区分や適正処理を実践する。 

・ 商品の製造業者等は、再使用を考慮した商品開発を行う。 

・ 商品の販売業者は、レジ袋やトレイ等の過剰包装の削減に努める。 

・ 食品関連事業者は、小盛メニューの開発や持ち帰り希望者への対応等により

食品ロスの削減に努める。また、生ごみ処理機等の利用を推進する。 
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など、事業活動に伴い発生するごみの減量に積極的に取り組む。 

 

② ごみ資源化の実践 

・ 商品の製造業者等は、再資源化を考慮した商品開発を行う。 

・ 廃棄物処理法や各種リサイクル法に基づく適正なごみ処理を行い、資源化を

推進する。 

・ 資源物の回収ボックスを設置するなど、資源回収に協力する。 

・ 事業者自ら資源回収システムを構築し、事業系ごみの資源化を推進する。 

・ アパートやマンション等の家主・管理会社は、入居者によるごみの分別が徹

底されるよう、集積所の状況確認や定期的な指導を行う。 

など、事業活動に伴い発生するごみの資源化に積極的に取り組む。 

 

③ 市の施策への協力 

本計画に沿って市が進めるごみの減量や資源化の取り組みに積極的に協力する。 

 

   ④ 地域が行う環境美化活動への参加 

     自治会や町内会等が行う清掃活動等に参加し、地域の環境美化に貢献する。 

 

３ 行政の役割 

  市は、市内で発生したごみを市民の生活環境に支障が生じないうちに収集し、適

正に処理するため、本市を取り巻く社会環境の変化に対応した、安定かつ効率的な

収集運搬体制の構築やごみ処理施設の整備に努めなければなりません。 

  また、ごみ処理に関する情報や学習の機会を提供し、ごみの排出抑制や適正処理

に関し、市民や事業者の自主的な活動を推進することが必要です。 

 

① ごみの減量や資源化対策 

・目指す将来像や目標を達成するため、本計画で定めたごみの減量や資源化に関

する施策を着実に実行する。 

・刻々と変化する社会情勢の中で、国や県等が発するごみ処理に関する情報を適

確に入手し、ごみ処理施策に反映させる。 

 

② 適正なごみ処理 

・ 経済的で環境負荷の少ない安定かつ効率的なごみ処理体制を構築し運用する。 

・ 周辺環境に十分配慮した安全で安定的な施設の管理運営に努める。 

・ 大規模災害時に発生する大量の災害廃棄物の処理体制を事前に構築しておく。 

・ 廃棄物に関連した法令の制定や改正に適切に対応していく。 
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③ 市民や事業者の自主的な活動の推進 

・ ３Ｒ活動に関する情報を発信し、市民や事業者の自主的な活動を支援する。 

・ ごみの排出抑制や適正処理に係る周知啓発や環境教育の取り組みを推進する。 

 

   ④ 環境美化活動の支援 

・ 自治会等が行う清掃活動や地域における環境美化推進員の活動を支援する。 

・ 美しいまちづくりを推進するためのイベントを市民の協力を得て実施する。 

 

 
 

図 4-7-1 市民・事業者・行政の協働の関係（イメージ図） 

 

 

 ２．ごみ処理を支える団体等 

 

本計画に定められた施策を円滑かつ効率的に推進するためには、市民、事業者、行

政がそれぞれの役割を認識するとともに、お互いの役割を理解し、協働によるごみ処

理の体制づくりが必要です。それらを支える組織等を以下に示します。 

 

① 廃棄物処理対策審議会 

三島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例第６条の規定により、市長の諮問に応

じ、一般廃棄物の減量及び処理に関する事項、その他市の清掃事業に係る重要な事

項について調査審議する組織です。市長が委嘱する委員１５名以内（知識経験を有

する者、市内の各種団体を代表する者）により組織されています。 
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② 環境美化推進員会 

各自治会や町内会からの推薦等を受けて市長が依頼します。 

自治会等や市と十分な連携をとりながら、ごみ集積所の適正管理、ごみの分別や

排出方法の指導、ごみの減量や資源化の啓発などの活動を行います。 

 

③ 不法投棄監視員 

市長から委嘱を受けた監視員は、それぞれ担当地区において、不法投棄の巡回監

視や市への情報提供を行うほか、市と協働で監視員全員による定期的な巡回監視や

清掃活動などを行い、不法投棄の防止に努めます。 

 

④ ごみ減量アドバイザー 

市が実施するごみ減量アドバイザー養成講座を受講した者のうち、ごみの減量や

リサイクルに関する熱意と識見を持ち、それらの活動を率先して行うとともに、自

らまたは市と協働して周知啓発活動等を行う方を市長が委嘱します。 

 

⑤ 環境ボランティア、環境保全活動団体 

環境に関するボランティア団体や、市民や事業者で組織された環境保全団体が、

地域の環境美化活動や３Ｒに関する活動に取り組んでいます。市はそれらの活動を

支援します。 
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第５章  計画の進行管理  

 

本計画は、本市における循環型のまちづくりを推進する上での基本となる計画です。 

本計画を推進するために、「一般廃棄物処理実施計画（ごみ編）」を毎年度策定し、

各取り組みを推進していきます。 

また、本計画を着実に推進していくためには、施策や取り組みの進捗状況を定期的

に点検、評価し、計画を見直していく必要があります。また、環境問題を取りまく社

会情勢が日々変化していることから、新たな知見や情報を随時取り入れていくことも

重要となります。 

このため、環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）を活用し、計画（Ｐｌａｎ）、実行

（Ｄｏ）、点検・評価（Ｃｈｅｃｋ）、見直し（Ａｃｔｉｏｎ）という、いわゆるＰＤ

ＣＡサイクルにより、計画の進行管理を行います。 

なお、基本計画の点検・評価においては、廃棄物処理対策審議会の意見を伺うこと

とし、２０２５年度に計画の中間見直しを行いますが、それまでに計画の見直しが必

要となった場合は、審議会の意見を聞いて、随時見直しが出来るものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 図 5-1-1 一般廃棄物処理計画における PDCA サイクル（イメージ図） 
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Ⅰ  市域の概況  

 

１ 地勢・位置等 

本市は、東西 11.107 ㎞、南北 13.242 ㎞、総面積 62.02 ㎢で、静岡県東部の富士箱

根伊豆国立公園への玄関口に位置し、裾野市、長泉町、清水町、沼津市、函南町、神奈

川県箱根町と接しています。東は箱根連山に連なり、北は富士の高峰を仰ぎ、南は肥沃

な田方平野より伊豆の温泉郷に通じ、西は遠く駿河湾を望めます。 

古くは、伊豆の国府が置かれ、東海道の宿場町として栄え、恵まれた自然と豊かな歴

史に育まれながら、県東部の中核的な都市として発展し、現在に至っています。 

 

表１－１ 三島市の位置 

 
出典：三島市「三島の統計２０１８」より抜粋 

 

表１－２ 三島市の面積 

 
出典：三島市「三島の統計２０１８」より抜粋 

方位 地名 概　要

極 東 箱根峠 東　経  139度 0分50秒

極 西 千貫樋 東　経  138度54分16秒　

極 南 御園 北　緯   35度 4分32秒

極 北 片平山 北　緯   35度11分24秒

東　経  138度55分　

北　緯   35度 7分

11.107km　　　

13.242km　　　

最高標高 海ノ平 海抜 941.5ｍ

最低標高 長伏 海抜   約6ｍ

海抜  24.9ｍ

※緯度、経度の表示は世界測地系に基づく表示

三島市役所

南北

経
緯
度

延
長

標
高

三島市役所

東西

年　月　日 面　積 摘　　　　要

1935年 3月31日 22.38 km2 旧三島町

1935年 4月 1日 34.77 km2 北上村(12.39k㎡)編入

1941年 4月29日 53.60 km2 錦田村(18.83k㎡)合併　市制施行

1954年 3月31日 61.81 km2 中郷村(  8.21k㎡)編入

1992年 9月 1日 62.19 km2 建設省国土地理院公表(1991年10月1日現在)

1993年 9月30日 62.17 km2 建設省国土地理院公表(1992年10月1日現在)

2001年10月 1日 62.13 km2 国土交通省国土地理院公表(2001年10月1日現在)

2014年10月 1日 62.02 km2 国土交通省国土地理院公表(2014年10月1日現在)
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２ 気候 

   本市は気温の差が大きく、冬期の寒冷や夏期の高温に顕著な内陸性気候の傾向が見ら

れ、最高気温と最低気温の差が大きいのが特徴です。1981 年～2010 年の 30 年間の平均

値で見ると、年間平均気温は 15.9℃で、平均気温が最も高いのは 8 月、低いのは 1 月

です。また、年間平均降水量は 1874.4 ㎜であり、6 月から 10 月にかけて、降水量が多

くなっています。 

 

表１－３ 三島市の気候（30 年間（1981～2010 年）の平均値） 

 
出典：三島市「三島の統計２０１８」より抜粋 

 

 

 

 
図１－１ 月別平均気温と月別降水量 

 

 

 

 

 

 

 

 

項　　　目 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年平均

平均気温（℃） 5.7 6.3 9.5 14.4 18.5 21.9 25.6 26.8 23.6 18.0 12.8 7.9 15.9

日平均最高気温（℃） 11.2 11.8 14.7 19.6 23.4 26.0 29.7 31.3 28.0 22.9 18.2 13.7 20.9

日平均最低気温（℃） 0.5 1.1 4.3 9.2 13.9 18.3 22.4 23.2 19.8 13.5 7.8 2.6 11.4

降水量（㎜） 74.4 88.3 164.4 149.3 161.3 227.8 212.5 208.8 242.6 183.8 106.8 54.9 ※1874.4

平均相対湿度（％） 66.0 64.0 66.0 68.0 71.0 76.0 77.0 76.0 76.0 74.0 72.0 68.0 71.0

平均風速（m/s） 1.8 2.3 2.4 2.4 2.6 2.2 2.1 2.3 2.2 1.8 1.8 1.9 2.2

※年降水量
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３ 人口、世帯数 

本市の人口は、年々緩やかな減少傾向にあり、2008 年から 2017 年にかけて 3,009 人

減少しています。一方、世帯数は緩やかな増加傾向にあり、2008 年から 2017 年にかけ

て 2,591 世帯増加しています。 

 

表１－４ 人口及び世帯数 

 
出典：三島市「三島の統計２０１８」より抜粋 

 

 
 

図１－２ 人口及び世帯数の推移 

 

 

男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 合計

2008年 55,343 57,268 112,611 754 739 1,493 56,097 58,007 114,104 45,474 767 46,241

2009年 55,150 57,007 112,157 706 682 1,388 55,856 57,689 113,545 45,750 713 46,463

2010年 54,971 56,922 111,893 685 709 1,394 55,656 57,631 113,287 46,114 750 46,864

2011年 54,879 56,909 111,788 659 711 1,370 55,538 57,620 113,158 46,518 735 47,253

2012年 54,872 56,886 111,758 632 688 1,320 55,504 57,574 113,078 46,953 671 47,624

2013年 54,692 56,810 111,502 555 642 1,197 55,247 57,452 112,699 47,179 591 47,770

2014年 54,388 56,565 110,953 518 631 1,149 54,906 57,196 112,102 47,416 558 47,974

2015年 54,071 56,420 110,491 509 626 1,135 54,580 57,046 111,626 47,573 569 48,142

2016年 54,041 56,325 110,366 542 642 1,184 54,583 56,967 111,550 47,987 605 48,592

2017年 53,698 56,121 109,819 586 690 1,276 54,284 56,811 111,095 48,154 678 48,832

※各年9月末付け人口

年度

人口 世帯

日本人 外国人 計
日本人 外国人 合計
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４ 産業、観光 

本市の産業は、事業所数、従業者数ともに第三次産業の割合が最も高くなっていま

す。また、観光施設等の入込人数は、年々増加傾向にあります。 

表１－５ 産業別事業所数及び従業者数 

 
※2014 年 7 月 1 日現在 

※小数点以下の数値を四捨五入しているため、合計が合わないことがある。 

※従業者数は男女別不詳を含む。 
出典：三島市「三島の統計２０１８」より抜粋  

 

表１－６ 観光施設等入込人数（人） 

 
※各年度末現在 

出典：三島市「三島の統計２０１８」より抜粋    

　従業者数（人）
男性 女性

第一次産業 14 0.3 71 34 37 0.1

農業，林業 14 71 34 37

漁業 －　 －　 －　 －　

第二次産業 867 15.7 10,701 8,248 2,453 22.1

鉱業，採石業，砂利採取業 －　 －　 －　 －　

建設業 509 3,133 2,530 603

製造業 358 7,568 5,718 1,850

第三次産業 4,649 84.1 37,721 18,277 19,419 77.8

電気・ガス・熱供給・水道業 6 258 210 48

情報通信業 65 677 539 138

運輸業，郵便業 95 2,117 1,791 326

卸売業，小売業 1,174 7,795 3,763 4,032

金融業，保険業 74 832 316 516

不動産業，物品賃貸業 598 1,521 860 661

学術研究，専門・技術サービス業 238 1,735 1,017 718

宿泊業，飲食サービス業 887 5,821 2,189 3,607

生活関連サービス業，娯楽業 492 2,198 828 1,370

教育，学習支援業 249 2,878 1,164 1,714

医療，福祉 397 5,556 1,433 4,123

複合サービス事業 21 660 487 173

サービス業（他に分類されないもの） 333 4,781 3,016 1,765

公務（他に分類されるものを除く） 20 892 664 228

－　 0.0 －　 －　 －　 0.0

5,530 100.0 48,493 26,559 21,909 100.0

割合事業所数 割合

総　　数

分類不能

産業大分類名

観光施設名称 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

楽寿園 251,412 255,222 275,353 281,509 309,387

山中城跡公園 19,836 18,116 28,328 33,211 33,555

三嶋大社 2,816,300 2,816,000 3,044,000 3,064,000 3,024,000

三嶋大社　宝物館 8,985 9,241 9,265 9,821 11,125

(三島夏まつり) (480,000) (520,000) 570,000 470,000 530,000

佐野美術館 43,024 56,885 66,526 67,942 66,531

三嶋暦師の館 3,257 3,298 3,601 3,831 3,806
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５ 土地利用 

本市の土地利用は、都市計画区域 6,202ha の内、市街化区域が 1,366.8ha（22％）、

市街化調整区域が 4,835.2ha（78％）となっています。 

また、市街化区域における用途地域別の土地利用では、住居専用地域の割合が高く、

その内、第一種低層住居専用地域の比率が 28.6％となっています。 

 
表１－７ 土地利用の現況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
※2017 年 3 月現在 

 ※小数点以下の数値を四捨五入しているため、合計が合わないことがある。 
出典：三島市「三島の統計２０１８」より抜粋  

 

表１－８ 市街化区域における土地利用の現況（用途地域別） 

 
※2018 年 3 月 31 日現在 

※小数点以下の数値を四捨五入しているため、合計が合わないことがある。 
出典：三島市「三島の統計２０１８」より抜粋 

区分
第一種

低層住居
専用地域

第二種
低層住居
専用地域

第一種中
高層住居
専用地域

第二種中
高層住居
専用地域

第一種
住居地域

第二種
住居地域

準住居
地域

近隣商業
地域

商業地域
準工業
地域

工業地域
工業

専用地域
計

面積(ha) 約391.3 約8.3 約165.6 約167 約135 約114 約41 約114 約34 約62 約116 約19 約1,366.7

比率(％) 28.6 0.6 12.1 12.2 9.9 8.3 3.0 8.3 2.5 4.5 8.5 1.4 100.0

既成市街地 新市街地 計

14.2 0.0 14.2 251.2 265.4 7.1%

38.5 0.0 38.5 638.0 676.5 18.1%

52.7 0.0 52.7 889.2 941.9 25.2%

24.4 0.3 24.7 2,408.3 2,433.0 65.1%

22.7 0.3 23.0 35.5 58.5 1.6%

20.0 0.8 20.8 46.9 67.7 1.8%

8.4 1.8 10.2 223.7 233.9 6.3%

128.2 3.2 131.4 3,603.6 3,735.0 100.0%

610.5 0.0 610.5 268.5 879.0 35.6%

65.9 0.2 66.1 273.3 339.4 13.8%

84.3 31.4 115.7 82.3 198.0 8.0%

3.0 0.1 3.1 72.0 75.1 3.0%

763.7 31.7 795.4 696.1 1,491.5 60.5%

144.6 1.1 145.7 147.2 292.9 11.9%

203.1 4.1 207.2 319.3 526.5 21.4%

34.8 0.1 34.9 10.4 45.3 1.8%

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0%

52.2 0.0 52.2 58.6 110.8 4.5%

1,198.4 37.0 1,235.4 1,231.6 2,467.0 100.0%

1,326.6 40.2 1,366.8 4,835.2 6,202.0 100.0%

747.0 0.0 747.0 3,882.0 4,629.0 74.6%

579.6 40.2 619.8 953.2 1,573.0 25.4%

都市的土地利用の合計

都
市
的
土
地
利
用

農林漁業施設用地

小計

合計

可住地

非可住地

公共・公益施設用地

道路用地

交通施設用地

その他の公的施設用地

その他の空地

田

畑

小計

山林

水面

自然的土地利用の合計

住宅用地

商業用地

工業用地

市街化区分
市街化区域(ha) 市街化調整

区域(ha)
合計(ha) 割合(%)

自
然
的
土
地
利
用

自然地

その他の自然的土地利用
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■調査内容及び結果概要 

今後のごみ減量や分別区分等の資源化施策を検討する際の基礎資料として、ごみ減量及

び分別等に関する市民意識調査を実施しました。 

１ 調査方法 

（1）調査対象 三島市在住の満 20 歳以上の男女 2,000 人 

（2）調査方法 郵送調査法（郵送配布－郵送回収） 

（3）抽出方法 単純無作為抽出 

（4）調査期間 2017 年 9 月 5 日～9 月 29 日 

２ 回収結果 

（1）回収数 1,198 人（59.9％） （2）有効数 1,196 人（59.8％） ※白票 2 票を除く。 

３ 調査内容 

（1）ごみの分別区分について（図 2-1） 

現在の分別区分について、「適当だと思う」との回答が 76.2％となっています。 

（2）ごみ袋への町名と名前の記入について（図 2-2） 

何らかの協力ができるとの回答は 78.8％となっていますが、うち、「町内と名前の両

方の記入に協力できる」との回答は 18.6％となっています。 

（3）ごみの減量やリサイクルへの関心度について（図 2-3） 

関心があるとの回答が 87.3％となっています。 

（4）ごみ処理の有料化について（図 2-4） 

ごみ袋の単価を高くする有料化について、「実施したほうがよい」との回答が 43.1％

となっている一方、「実施しないほうがよい」との回答が 42.0％となっています。 

（5）プラスチック製容器包装の分別について（図 2-5） 

  「費用がかかっても分別したほうがよい」との回答が 23.8％に対し、「費用負担が多

いので分別しないほうがよい」との回答が 34.9％となっています。 

（6）ごみ処理施策の満足度について（図 2-6） 

  現在のごみ処理施策について、満足しているとの回答が 73.0％となっています。 

（7）ごみ排出量が多い原因について（図 2-7） 

「ごみ減量に対する意識が低いから」との回答が最も多く 65.9％となっています。 

（8）ごみ減量やリサイクル推進に重要と思われるものについて（図 2-8） 

  「意識啓発や環境教育により、一人ひとりの意識を変える」との回答が最も多く、 

61.3％となっています。 

（9）今後、優先して実施すべきごみ処理施策について（図 2-9） 

  「ごみの減量やリサイクルに対する意識向上のための啓発活動の強化」が最も多く

52.7％となっており、次に多い回答が「ごみ集積所の違反ごみや不法投棄対策」で

35.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 市民意識調査の結果（２０１７年度 ごみ減量及び分別等に関する市民意識調査報告書【概要版】） 
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図２－１ 

【現在のごみの分別区分についての満足度】 

図２－２ 

【ごみ袋に町名と名前を記入することへの協力】 

図２－３ 

【ごみ減量やリサイクルについての関心度】 

図２－４ 

【ごみ処理の有料化】 

図２－５ 

【プラスチック製容器包装の分別】 

図２－６ 

【現在の三島市のごみ処理施策の満足度】 

図２－７ 

【三島市のごみ排出量が多い原因】 

図２－９ 

【今後優先して実施すべきごみ処理施策】 

※図 2-1 から図 2-6 までは、単一回答方式です。 

※いくつでも項目を選択できる重複 

 回答方式です。 

※３つ以内の項目を選択す

る重複回答方式です。 

 

図２－８ 

【ごみ減量やリサイクル推進に重要と思われるもの】 

※２つ以内の項目を選択す

る重複回答方式です。 
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■調査内容 

１ 業務目的 

  本業務は、地域のごみ集積所に排出される可燃ごみ（燃えるごみ）の組成を分析することにより、可燃ごみ中に含まれ

るミックス古紙をはじめとする資源ごみの混入（潜在）比率や分別精度等を把握し、今後の分別区分や収集体制、及びご

みの減量や資源化施策の検討を行うための基礎資料とすることを目的として実施した。 

２ 業務概要 

  市内８カ所を調査対象地域とし、各地域の集積場所に排出された可燃ごみを試料として回収した。回収試料を定められ

た分類に分別し、その組成割合等を調査した。各調査地点につき、２０１７年９月及び２０１８年２月に調査を行った。 

３ 調査地点（収集地点） 

  都市計画法上の用途地域や地域の特性を踏まえ、市で抽出した８地点とした。 

 収集地点 収集地点の特徴 都市計画法上の区分 

① 本町 11 番付近 商業地域 商業地域 

② 中田町 6 番付近 古い住宅地 第 1 種住居地域 

③ 徳倉 1 丁目 9 番付近 集合住宅がある地域 第 1 種中高層住居専用地域 

④ 長伏 41 番付近 住工混合地域 準工業地域 

⑤ 北沢 27 付近 住農混合地域 市街化調整区域 

⑥ 芙蓉台 2 丁目 15 番付近 住宅団地（1965 年代） 第 1 種低層住居専用地域 

⑦ 松が丘 4 番付近 住宅団地（平成以降） 第 1 種低層住居専用地域 

⑧ 東壱町田 7 番付近 住宅団地（最近の分譲地） 第 1 種低層住居専用地域 

４ 調査方法 

  各調査地点のごみ集積場所から一か所あたり約 50kg の試料をごみ袋のまま回収し、表 3-2 に示す 42 品目に分別した。

（ただし、①本町及び③徳倉に関しては、集積所のごみの量が不足していたため、複数地点からの回収を行った。） 

分別した試料は、調査地点・品目ごとに湿重量及び見かけの容積を計測した。 

 

 

Ⅲ ごみ組成分析調査の結果（２０１７年度 ごみ組成分析調査報告書【概要版】） 

表３－２ 小分類における組成割合（湿重量） 

大分類 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
8地点
合計

1.厨芥類 1 生ごみ等 45.6 53.5 54.1 44.3 57.2 53.4 40.2 36.9 48.2

2 貝殻類、骨類 1.0 3.3 0.5 1.1 0.4 1.7 0.9 0.6 1.1

2.紙類 3 ダンボール 1.0 1.3 0.2 1.8 0.3 0.1 0.0 1.3 0.8

4 新聞・広告 4.7 3.0 0.6 3.5 1.1 1.8 1.3 5.2 2.7

5 書籍、雑誌 1.0 0.2 1.4 1.2 0.0 0.6 2.5 0.0 0.8

6 飲料用紙製容器（コーティング無し） 0.4 0.7 0.3 0.1 0.1 0.5 0.2 0.1 0.3

7 ミックス古紙（容器包装） 2.1 4.2 3.5 2.8 2.2 3.0 3.5 2.0 2.8

8 ミックス古紙（はがき等） 5.3 6.8 6.0 7.1 2.9 6.0 9.5 2.6 5.6

9 ミックス古紙（シュレッダー紙） 0.0 0.2 1.6 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2

10 飲料用紙製容器（コーティング有り） 0.4 0.7 0.6 0.3 0.4 0.3 0.6 0.4 0.4

11 その他紙製容器（コーティング有り） 0.6 0.3 0.3 0.5 0.3 0.1 0.2 0.1 0.3

12 紙おむつ・ティッシュ等 13.1 8.3 10.5 14.0 10.2 9.5 13.8 14.8 11.9

3.繊維類 13 衣類、布類 0.7 1.0 1.6 1.1 2.2 2.5 5.1 3.4 2.2

14 綿入り製品 0.0 0.6 0.0 1.1 0.0 0.0 0.2 0.0 0.3

4.ゴム・皮革製品 15 かばん、靴等 1.4 0.0 0.2 0.6 0.9 1.2 0.1 0.0 0.6

5.木類 16 剪定枝葉 0.8 0.3 0.1 0.5 5.5 2.9 0.0 8.0 2.4

17 木材 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0

18 割り箸 1.5 0.2 0.0 0.3 0.1 0.1 0.2 0.2 0.3

19 その他（串、木箱等） 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 0.4 0.0 0.1

6.プラスチック類 20 ペットボトル 1.4 0.4 0.8 0.3 0.1 0.3 0.9 0.6 0.6

21 ボトル類 0.8 0.7 0.5 0.7 0.4 1.1 2.1 0.9 0.9

22 カップ・パック類 4.1 3.8 4.7 3.0 4.6 2.6 4.3 2.6 3.7

23 チューブ類 0.1 0.1 0.4 0.1 0.2 0.5 0.4 0.2 0.2

24 袋類 4.4 4.3 3.9 4.8 6.1 5.4 5.1 3.6 4.8

25 レジ袋 1.0 1.0 1.4 0.7 0.8 0.8 1.6 1.0 1.0

26 ビニール袋 0.6 0.9 1.1 1.0 1.4 0.5 1.1 0.9 0.9

27 白色トレイ 0.4 0.2 0.2 0.1 0.2 0.3 0.2 0.1 0.2

28 白色発泡スチロール 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0

29 着色トレイ 0.6 0.3 0.5 0.2 0.4 0.3 0.1 0.3 0.3

30 ｷｬｯﾌﾟ･ﾗｯﾌﾟ･ﾈｯﾄ類 1.5 1.4 1.2 0.4 0.7 0.7 1.1 0.7 0.9

31 容器包装以外 1.6 1.4 2.2 0.6 0.5 1.9 3.0 0.4 1.4

7.不燃物 32 陶磁器類 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

33 蛍光管類 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

34 危険不燃物（ライター、体温計、刃物等） 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

35 危険不燃物（スプレー缶） 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

36 乾電池 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0

37 複合品（小型電化製品等） 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.3 0.0 0.1

38 金属（缶類） 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1

39 金属（缶類以外） 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.1

40 ガラス類（びん類） 0.0 0.0 0.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1

41 ガラス類（びん類以外） 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

8.その他 42 2.9 0.8 1.0 6.9 1.0 1.3 1.0 12.5 3.6

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

小分類

合計

分類 重量（％）

表
３
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類
に
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る
組
成
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合 

（
湿
重
量
） 

地点① 地点② 地点③ 地点④ 地点⑤ 地点⑥ 地点⑦ 地点⑧ 8地点合計

厨芥類 46.5 56.8 54.6 45.4 57.6 55.1 41.1 37.6 49.4

紙類 28.8 25.6 25.1 31.5 17.4 21.9 31.6 26.6 25.9

繊維類 0.7 1.7 1.6 2.2 2.2 2.5 5.3 3.4 2.4

ゴム・皮革製品 1.4 0.0 0.2 0.6 0.9 1.2 0.1 0.0 0.6

木類 2.4 0.6 0.3 0.8 5.7 3.3 0.6 8.2 2.9

プラスチック類 16.5 14.5 17.0 12.0 15.2 14.4 19.9 11.6 14.9

不燃物 0.8 0.0 0.3 0.6 0.0 0.3 0.5 0.1 0.3

その他 2.9 0.8 1.0 6.9 1.0 1.3 1.0 12.5 3.6

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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Ⅳ  ごみ処理の実績と将来予測  

 

１ 将来人口の予測 

表１－４の人口実績から予測し、上位計画の目標に近い二次関数式を採用します。 
 

 

（単位：人）

Ｔ Ｘ 直線式 二次関数式 指数式 べき乗式 ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ式 対数式 二次関数式
1 2008 114,104 114,067 113,957 114,073 　　 － 39,889 114,500 114,104

2 2009 113,545 113,746 113,710 113,749 　　 － 40,044 113,639 113,545

3 2010 113,287 113,426 113,444 113,425 　　 － 40,198 113,136 113,287

4 2011 113,158 113,105 113,160 113,103 　　 － 40,352 112,779 113,158

5 2012 113,078 112,785 112,858 112,781 　　 － 40,507 112,501 113,078

6 2013 112,699 112,464 112,537 112,460 　　 － 40,661 112,275 112,699

7 2014 112,102 112,144 112,198 112,140 　　 － 40,815 112,084 112,102

8 2015 111,626 111,823 111,841 111,821 　　 － 40,970 111,918 111,626

9 2016 111,550 111,502 111,466 111,503 　　 － 41,124 111,772 111,550

10 2017 111,095 111,182 111,072 111,186 　　 － 41,278 111,641 111,095

11 2018 － 110,861 110,660 110,870 　　 － 41,432 111,522 110,660

12 2019 － 110,541 110,229 110,555 　　 － 41,587 111,414 110,229

13 2020 － 110,220 109,780 110,240 　　 － 41,741 111,315 109,780

14 2021 － 109,899 109,313 109,927 　　 － 41,895 111,223 109,313

15 2022 － 109,579 108,828 109,614 　　 － 42,049 111,137 108,828

16 2023 － 109,258 108,324 109,302 　　 － 42,203 111,057 108,324

17 2024 － 108,938 107,802 108,992 　　 － 42,357 110,982 107,802

18 2025 － 108,617 107,262 108,682 　　 － 42,511 110,911 107,262

19 2026 － 108,296 106,703 108,372 　　 － 42,665 110,844 106,703

20 2027 － 107,976 106,126 108,064 　　 － 42,819 110,780 106,126

21 2028 － 107,655 105,531 107,757 　　 － 42,973 110,719 105,531

22 2029 － 107,335 104,918 107,450 　　 － 43,127 110,662 104,918

23 2030 － 107,014 104,286 107,145 　　 － 43,281 110,606 104,286

0.985265 0.98783286 0.98500194 － 0 0.92400982 －
▲

採用式

直線式  Ｙ ＝ -320.593939393939 ×  Ｘ ＋ 757819.703030303000

二次関数式  Ｙ ＝ -9.155303030 ×  Ｘ^2 ＋  36529.500757  ×  Ｘ  ＋  -36322512.55

指数式  Ｙ ＝ 10＾（7.540941153094 ＋  -0.001236930997 × Ｘ）

べき乗式  Ｙ ＝   （Ｔ－１） ＾ 0.0000000000× 0.0000000000 ＋ 114104.00000

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ式  Ｙ ＝ 81167.378130 ÷ （１ ＋ ｅ ^（15.306272031－0.0076056010 × Ｘ））

対数式  Ｙ ＝ -2859.447545 ×  log （Ｔ）  ＋  114500.12983

表４－１　行政区域内人口（外国人含む）の実績と予測

図４－１　行政区域内人口（外国人含む）の実績と予測
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２ 現状のまま推移した場合のごみ排出量の予測 

現状のまま推移した場合のごみ排出量の予測結果は表４－２に示すとおりです。 

生活系、事業系および集団回収量を合わせた年間ごみ排出量は、現状の２０１７年度

の３６，９８９ｔに対し、中間目標年度の２０２５年度には３３，３２０ｔ（約９．９％

減）、計画目標年度の２０３０年度には３１，５５８ｔ（約１４．７％減）になると予

測されます。 

 

表４－２ 現状のまま推移した場合のごみ排出量の予測 

 

 

３ 計画目標とするごみ排出量 

計画目標とするごみ排出量を表４－３に示します。 

現状の２０１７年度における１人１日当たりの排出量（外国人含む）は９１２ｇであ

り、中間目標年度の２０２５年度までに８４２ｇ、計画目標年度の２０３０年度までに

８００ｇとすることを目標とします。この値は、今後、毎年１％削減することで達成可

能となる値です。 

また、当該目標を達成した場合の年間ごみ排出量は、現状に対し、中間目標年度の 

２０２５年度が３２，９５４ｔ（約１０．９％減）、計画目標年度の２０３０年度が  

３０，４７０ｔ（約１７．６％減）となります。 

 

表４－３ 計画目標とするごみ排出量 

 

 

 

 

 

実績

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

人 111,095 110,660 110,229 109,780 109,313 108,828 108,324 107,802 107,262 106,703 106,126 105,531 104,918 104,286

ごみ排出量 ｔ/年 36,989 36,816 36,266 35,590 35,066 34,586 34,232 33,718 33,320 32,941 32,666 32,226 31,888 31,558

生活系ごみ ｔ/年 26,052 25,913 25,515 25,025 24,640 24,283 24,014 23,630 23,326 23,034 22,814 22,477 22,209 21,946

事業系ごみ ｔ/年 8,948 8,962 8,850 8,707 8,603 8,510 8,449 8,349 8,278 8,212 8,173 8,094 8,040 7,989

集団回収量 ｔ/年 1,989 1,941 1,901 1,857 1,823 1,793 1,770 1,740 1,716 1,695 1,679 1,656 1,638 1,622

ｇ 912 911 899 888 879 871 863 857 851 846 841 837 833 829

※小数点以下を四捨五入しているため、合計値が合わない場合がある。

１人１日当たり排出量

予測（現状のまま推移）

人　　口

項目／年度

実績

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

人 111,095 110,660 110,229 109,780 109,313 108,828 108,324 107,802 107,262 106,703 106,126 105,531 104,918 104,286

ごみ排出量 ｔ/年 36,989 36,476 36,069 35,466 34,962 34,458 34,049 33,455 32,954 32,455 32,044 31,460 30,964 30,470

生活系ごみ ｔ/年 26,052 25,655 25,365 24,931 24,561 24,187 23,876 23,431 23,051 22,668 22,346 21,901 21,517 21,133

事業系ごみ ｔ/年 8,948 8,880 8,802 8,677 8,578 8,479 8,404 8,284 8,187 8,092 8,019 7,902 7,808 7,715

集団回収量 ｔ/年 1,989 1,941 1,901 1,857 1,823 1,793 1,770 1,740 1,716 1,695 1,679 1,656 1,638 1,622

ｇ 912 903 894 885 876 867 859 850 842 833 825 817 809 800

※小数点以下を四捨五入しているため、合計値が合わない場合がある。

人　　口

計画目標
項目／年度

１人１日当たり排出量
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図４－２ 現状のまま推移した場合と計画目標とするごみ排出量の比較 

 

４ ごみ排出量の予測方法 

現状のまま推移した場合のごみ排出量の予測においては、生活系ごみ（１人１日平均

排出量）、事業系ごみ（日平均排出量）および集団回収（日平均回収量）の実績をもと

にそれぞれ予測するものとします。 
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① 生活系ごみ１人１日平均排出量の採用式 

生活系ごみ１人１日平均排出量の予測結果は表４－４および図４－３に示すとお

りです。最も緩やかに減少する対数式以外は、達成が非常に困難な値や不自然な傾

向を示していることから、対数式を採用するものとします。 

 

 

 

（単位：ｇ/人･日）

Ｔ Ｘ 直線式 二次関数式 指数式 べき乗式 ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ式 対数式 対数式

1 2013 740.11 － － － － － － 740.11

2 2014 709.84 － － － － － － 709.84

3 2015 702.80 － － － － － － 702.80

4 2016 659.31 － － － － － － 659.31

5 2017 642.46 － － － － － － 642.46

6 2018 － 617.15 612.35 619.95 　　 － 245.42 641.55 641.55

7 2019 － 592.57 582.96 598.21 　　 － 252.24 632.43 632.43

8 2020 － 567.99 552.20 577.24 　　 － 259.00 624.53 624.53

9 2021 － 543.41 520.07 557.01 　　 － 265.70 617.56 617.56

10 2022 － 518.82 486.56 537.48 　　 － 272.32 611.33 611.33

11 2023 － 494.24 451.68 518.64 　　 － 278.87 605.69 605.69

12 2024 － 469.66 415.43 500.46 　　 － 285.31 600.54 600.54

13 2025 － 445.07 377.80 482.92 　　 － 291.65 595.81 595.81

14 2026 － 420.49 338.81 465.99 　　 － 297.87 591.42 591.42

15 2027 － 395.91 298.44 449.66 　　 － 303.98 587.34 587.34

16 2028 － 371.32 256.69 433.89 　　 － 309.95 583.52 583.52

17 2029 － 346.74 213.57 418.68 　　 － 315.78 579.94 579.94

18 2030 － 322.16 169.09 404.01 　　 － 321.47 576.56 576.56

0.98203874 0.98257457 0.98112611 － 0 0.94988472 －

▲
採用式

直線式  Ｙ ＝ -24.583000000008 ×  Ｘ ＋ 50225.649000015000

二次関数式  Ｙ ＝ -0.686428430 ×  Ｘ^2 ＋  2741.7235732  ×  Ｘ  ＋  -2736826.850

指数式  Ｙ ＝ 10＾（34.065534261774 ＋  -0.015497116333 × Ｘ）

べき乗式  Ｙ ＝   （Ｔ－１） ＾ 0.0000000000× 0.0000000000 ＋ 740.11000000

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ式  Ｙ ＝ 449.60479839 ÷ （１ ＋ ｅ ^（123.56717964－0.0613236623 × Ｘ））

対数式  Ｙ ＝ -136.2199919 ×  log （Ｔ）  ＋  747.54921053

表４－４　生活系ごみ１人１日平均排出量の実績と予測

図４－３　生活系ごみ１人１日平均排出量の実績と予測
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② 事業系ごみ日平均排出量の採用式 

事業系ごみ日平均排出量の予測結果は表４－５および図４－４に示すとおりです。 

最も緩やかに減少する対数式以外は、達成が非常に困難な値や不自然な傾向を示

していることから、対数式を採用するものとします。 

 

 

 

（単位：ｔ/日）

Ｔ Ｘ 直線式 二次関数式 指数式 べき乗式 ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ式 対数式 対数式

1 2013 28.60 28.60 28.49 28.64 　　 － 8.52 28.89 28.60

2 2014 27.26 27.59 27.64 27.57 　　 － 8.89 27.21 27.26

3 2015 27.22 26.57 26.68 26.53 　　 － 9.26 26.23 27.22

4 2016 25.29 25.56 25.62 25.54 　　 － 9.64 25.54 25.29

5 2017 24.52 24.55 24.44 24.58 　　 － 10.01 25.00 24.52

6 2018 － 23.54 23.16 23.66 　　 － 10.44 24.55 24.55

7 2019 － 22.53 21.76 22.77 　　 － 10.82 24.18 24.18

8 2020 － 21.51 20.26 21.91 　　 － 11.19 23.86 23.86

9 2021 － 20.50 18.65 21.09 　　 － 11.55 23.57 23.57

10 2022 － 19.49 16.93 20.30 　　 － 11.90 23.31 23.31

11 2023 － 18.47 15.10 19.54 　　 － 12.25 23.08 23.08

12 2024 － 17.46 13.16 18.80 　　 － 12.59 22.87 22.87

13 2025 － 16.45 11.11 18.10 　　 － 12.92 22.68 22.68

14 2026 － 15.44 8.95 17.42 　　 － 13.24 22.50 22.50

15 2027 － 14.42 6.69 16.76 　　 － 13.55 22.33 22.33

16 2028 － 13.41 4.31 16.13 　　 － 13.84 22.17 22.17

17 2029 － 12.40 1.83 15.53 　　 － 14.13 22.03 22.03

18 2030 － 11.39 -0.77 14.94 　　 － 14.40 21.89 21.89

0.97211519 0.97408402 0.97045234 － 0 0.93562544 －

▲
採用式

直線式  Ｙ ＝ -1.012700000004 ×  Ｘ ＋ 2067.167100007410

二次関数式  Ｙ ＝ -0.054499986 ×  Ｘ^2 ＋  218.62224414  ×  Ｘ  ＋  -219214.9301

指数式  Ｙ ＝ 10＾（34.920335503029 ＋  -0.016623577259 × Ｘ）

べき乗式  Ｙ ＝   （Ｔ－１） ＾ 0.0000000000× 0.0000000000 ＋ 28.596000000

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ式  Ｙ ＝ 18.606352011 ÷ （１ ＋ ｅ ^（165.31949487－0.0820444143 × Ｘ））

対数式  Ｙ ＝ -5.583786302 ×  log （Ｔ）  ＋  28.898540752

表４－５　事業系ごみ日平均排出量の実績と予測

図４－４　事業系ごみ日平均排出量の実績と予測
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③ 集団回収日平均回収量の採用式 

集団回収日平均回収量の予測結果は表４－６および図４－５に示すとおりです。 

実績値と同様の傾向を示しており、最も緩やかに減少する対数式を採用するもの

とします。 

 

（単位：ｔ/日）

Ｔ Ｘ 直線式 二次関数式 指数式 べき乗式 ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ式 対数式 対数式

1 2013 6.69 6.62 6.71 6.63 　　 － 1.96 6.74 6.69

2 2014 6.33 6.30 6.25 6.29 　　 － 2.14 6.19 6.33

3 2015 5.81 5.98 5.88 5.96 　　 － 2.31 5.87 5.81

4 2016 5.64 5.67 5.62 5.66 　　 － 2.49 5.64 5.64

5 2017 5.45 5.35 5.45 5.37 　　 － 2.67 5.46 5.45

6 2018 － 5.03 5.38 5.10 　　 － 2.84 5.32 5.32

7 2019 － 4.72 5.41 4.84 　　 － 3.01 5.20 5.20

8 2020 － 4.40 5.53 4.59 　　 － 3.17 5.09 5.09

9 2021 － 4.08 5.76 4.35 　　 － 3.32 5.00 5.00

10 2022 － 3.77 6.08 4.13 　　 － 3.46 4.91 4.91

11 2023 － 3.45 6.50 3.92 　　 － 3.59 4.84 4.84

12 2024 － 3.13 7.03 3.72 　　 － 3.71 4.77 4.77

13 2025 － 2.82 7.65 3.53 　　 － 3.81 4.70 4.70

14 2026 － 2.50 8.36 3.35 　　 － 3.91 4.64 4.64

15 2027 － 2.18 9.18 3.18 　　 － 4.00 4.59 4.59

16 2028 － 1.87 10.10 3.01 　　 － 4.08 4.54 4.54

17 2029 － 1.55 11.11 2.86 　　 － 4.15 4.49 4.49

18 2030 － 1.23 12.22 2.71 　　 － 4.21 4.44 4.44

0.97730853 0.99374893 0.9822979 － 0 0.98769997 －

▲
採用式

直線式  Ｙ ＝ -0.316599999999 ×  Ｘ ＋ 643.930999998018

二次関数式  Ｙ ＝ 0.0492857120 ×  Ｘ^2 ＋  -198.9380195  ×  Ｘ  ＋  200754.91263

指数式  Ｙ ＝ 10＾（46.711634806963 ＋  -0.022797042953 × Ｘ）

べき乗式  Ｙ ＝   （Ｔ－１） ＾ 0.0000000000× 0.0000000000 ＋ 6.6870000000

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ式  Ｙ ＝ 4.6280209209 ÷ （１ ＋ ｅ ^（311.40681194－0.1545443235 × Ｘ））

対数式  Ｙ ＝ -1.833023138 ×  log （Ｔ）  ＋  6.7442374667

表４－６　集団回収日平均回収量の実績と予測

図４－５　集団回収日平均回収量の実績と予測
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Ⅴ  資源化の実績と将来予測  

１ 現状のまま推移した場合の資源化量の予測 

現状のまま推移した場合の資源化量の予測結果を表５－１に示します。 

ごみ排出量の減少とともに、資源化量も減少するものと予測され、総資源化量は、現

状の２０１７年度の５，１５６ｔに対し、中間目標年度の２０２５年度には４，５６７

ｔ（約１１．４％減）、計画目標年度の２０３０年度には４，３１５ｔ（約１６．３％

減）になると予測されます。 

 

表５－１ 資源化量の予測結果（現状推移） 

 
 
 
 

（単位：ｔ／年）

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

焼却後磁選物 78 78 77 75 74 73 72 71 70 70 69 68 67 67

ペットボトル 94 94 93 91 90 88 87 86 85 84 84 82 82 81

白色トレイ
発泡スチロール
ペットボトル蓋

10 10 10 10 10 10 10 10 9 9 9 9 9 9

古紙 1,063 1,060 1,044 1,025 1,010 997 987 972 961 950 942 930 920 911

木製家具(持ち込み)
剪定枝等(持ち込み)

352 351 346 340 335 330 327 322 318 315 312 308 305 302

衣類等
羽毛ふとん

227 227 223 219 216 213 211 208 205 203 201 199 197 195

小計 1,826 1,819 1,793 1,760 1,735 1,711 1,694 1,669 1,650 1,631 1,618 1,596 1,580 1,563

鉄 257 256 252 247 243 240 237 233 230 228 225 222 219 217

アルミ 102 102 100 98 97 95 94 93 92 90 90 88 87 86

その他金属 118 118 116 114 112 110 109 107 106 105 104 102 101 100

カレット 663 659 649 637 627 618 611 601 593 586 580 572 565 558

リターナブルびん 30 30 29 29 28 28 28 27 27 27 26 26 26 25

乾電池 24 24 24 23 23 22 22 22 22 21 21 21 21 20

蛍光灯 9 9 9 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 7

小型家電 132 132 130 127 125 123 122 120 118 117 116 114 113 111

パソコン 6 6 6 6 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

小計 1,342 1,335 1,314 1,289 1,269 1,251 1,237 1,217 1,201 1,186 1,175 1,158 1,144 1,130

3,167 3,154 3,107 3,049 3,004 2,962 2,931 2,886 2,851 2,817 2,793 2,754 2,724 2,694

1,989 1,941 1,901 1,857 1,823 1,793 1,770 1,740 1,716 1,695 1,679 1,656 1,638 1,622

5,156 5,095 5,008 4,906 4,827 4,754 4,701 4,625 4,567 4,512 4,472 4,410 4,362 4,315

13.9% 13.8% 13.8% 13.8% 13.8% 13.7% 13.7% 13.7% 13.7% 13.7% 13.7% 13.7% 13.7% 13.7%

※小数点以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

予測（現状のまま推移）
項目／年度

実績

リサイクル率

可
燃
ご
み

総資源化量合計

集団回収量

資源化量合計

不
燃
ご
み
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２ 計画目標を達成するための資源化量の推計 
 

可燃ごみの組成分析調査結果（湿重量割合）に基づく、可燃ごみ中に含まれる資源

物の潜在推定量から算定した、計画目標とするリサイクル率を達成するための資源物

の回収率と回収量の推計値を表５－２に示します。 
 

表５-２ 計画目標を達成するための資源物の回収率と回収量の推計値 

 
 

潜在量
(t/年)

潜在率
(％)

回収量
(t/年)

回収率
(％)

潜在量
(ｔ/年)

回収量
(t/年)

回収率
(％)

潜在量
(ｔ/年)

回収量
(t/年)

回収率
(％)

ごみ排出量 36,989 － － － 32,954 － － 30,470 － －
ごみ排出量（集団回収量を除く） 35,000 － － － 31,238 － － 28,848 － －
ごみ排出量（可燃ごみ） 32,578 － － － 29,094 － － 26,883 － －
生活系ごみ排出量（可燃ごみ） 23,633 － － － 20,911 － － 19,171 － －
生活系ごみ排出量（可燃ごみ）※委託収集分 22,398 － － － 19,818 － － 18,169 － －

20,882 － － － 18,468 － － 16,924 － －

1.厨芥類   1 生ごみ等 10,065 48.2% 0 0% 8,901 0 0% 8,157 0 0%

  2 貝殻類、骨類 230 1.1% 0 0% 203 0 0% 186 0 0%

2.紙類   3 ダンボール 167 0.8% 0 0% 148 81 55% 135 74 55%
  4 新聞・広告 564 2.7% 0 0% 499 274 55% 457 251 55%
  5 書籍、雑誌 167 0.8% 0 0% 148 81 55% 135 74 55%
  6 飲料用紙製容器（コーティング無し） 63 0.3% 0 0% 55 30 55% 51 28 55%
  7 ミックス古紙（容器包装） 585 2.8% 0 0% 517 284 55% 474 261 55%
  8 ミックス古紙（はがき等） 1,169 5.6% 0 0% 1,034 569 55% 948 521 55%
  9 ミックス古紙（シュレッダー紙） 42 0.2% 0 0% 37 20 55% 34 19 55%
 10 飲料用紙製容器（コーティング有り） 84 0.4% 0 0% 74 41 55% 68 37 55%
 11 その他紙製容器（コーティング有り） 63 0.3% 0 0% 55 30 55% 51 28 55%
 12 紙おむつ・ティッシュ等 2,485 11.9% 0 0% 2,198 0 0% 2,014 0 0%

3.繊維類  13 衣類、布類 459 2.2% 0 0% 406 223 55% 372 205 55%
 14 綿入り製品 63 0.3% 0 0% 55 0 0% 51 0 0%

4.ゴム・皮革類  15 かばん、靴等 125 0.6% 0 0% 111 61 55% 102 56 55%

5.木類  16 剪定枝葉 501 2.4% 0 0% 443 244 55% 406 223 55%
 17 木材 0 0.0% 0 0% 0 0 0% 0 0 0%
 18 割り箸 63 0.3% 0 0% 55 0 0% 51 0 0%
 19 その他（串・木箱等） 21 0.1% 0 0% 18 0 0% 17 0 0%

6.プラスチック類  20 ペットボトル 125 0.6% 0 0% 111 61 55% 102 56 55%
 21 ボトル類 188 0.9% 0 0% 166 0 0% 152 0 0%
 22 カップ・パック等 773 3.7% 0 0% 683 0 0% 626 0 0%
 23 チューブ類 42 0.2% 0 0% 37 0 0% 34 0 0%
 24 袋類 1,002 4.8% 0 0% 886 0 0% 812 0 0%
 25 レジ袋 209 1.0% 0 0% 185 0 0% 169 0 0%
 26 ビニール袋 188 0.9% 0 0% 166 0 0% 152 0 0%
 27 白色トレイ 42 0.2% 0 0% 37 20 55% 34 19 55%
 28 発泡スチロール 0 0.0% 0 0% 0 0 0% 0 0 0%
 29 着色トレイ 63 0.3% 0 0% 55 0 0% 51 0 0%
 30 キャップ・ラップ・ネット類 188 0.9% 0 0% 166 0 0% 152 0 0%
 31 容器包装以外 292 1.4% 0 0% 259 0 0% 237 0 0%

7.不燃物  32 陶磁器類 0 0.0% 0 0% 0 0 0% 0 0 0%
 33 蛍光管類 0 0.0% 0 0% 0 0 0% 0 0 0%
 34 危険不燃物（ライター、体温計、刃物等） 0 0.0% 0 0% 0 0 0% 0 0 0%
 35 危険不燃物（スプレー缶） 0 0.0% 0 0% 0 0 0% 0 0 0%
 36 乾電池 0 0.0% 0 0% 0 0 0% 0 0 0%
 37 複合品（小型電化製品等） 21 0.1% 0 0% 18 10 55% 17 9 55%
 38 金属（缶類） 21 0.1% 0 0% 18 10 55% 17 9 55%
 39 金属（缶類以外） 21 0.1% 0 0% 18 10 55% 17 9 55%
 40 ガラス類（びん類） 21 0.1% 0 0% 18 10 55% 17 9 55%
 41 ガラス類（びん類以外） 0 0.0% 0 0% 0 0 0% 0 0 0%

8.その他  42 その他 773 3.7% 0 0% 683 0 0% 626 0 0%

計 20,882 100.0% 0 0% 18,468 2,062 － 16,924 1,890 －

紙類（古紙） 1,063 － 1,063 － 950 2,362 － 878 2,171 －

金属類（不燃由来） 478 － 478 － 423 443 － 388 406 －
金属類（可燃由来） 78 － 78 － 70 70 － 64 64 －
カレット（ガラスびん） 693 － 693 － 613 623 － 562 571 －
ペットボトル 94 － 94 － 84 145 － 78 134 －
トレイ・発泡スチロール 10 － 10 － 9 30 － 9 27 －
木質家具・剪定枝等（持ち込み） 352 － 352 － 315 315 － 291 291 －
剪定枝等（集積所） 400 － 0 － 354 598 324 548
衣類等・羽毛ふとん 227 － 227 － 203 427 － 188 392 －
かばん・靴等 － － 61 － 56 －
乾電池 24 － 24 － 21 21 － 20 20 －
蛍光管 9 － 9 － 8 8 － 7 7 －
小型家電 132 － 132 － 117 127 － 107 117 －
パソコン類 6 － 6 － 5 5 － 5 5 －
その他プラスチック製容器包装 0 － 0 － 0 0 － 0 0 －
厨芥類 0 － 0 － 0 0 － 0 0 －

3,567 － 3,167 － 3,172 5,234 － 2,920 4,809 －

1,989 － 1,989 － 1,716 1,716 － 1,622 1,622 －
5,556 － 5,156 － 4,888 6,950 － 4,541 6,431 －
15.02 － 13.94 － 14.83 21.09 － 14.90 21.11 －

集じん灰 2,188 － 2,188 － 1,954 1,786 － 1,805 1,651 －
不燃残さ（可燃ごみ由来） 684 － 684 － 611 559 － 565 516 －
不燃残さ（不燃ごみ由来） 304 － 304 － 269 269 － 247 247 －

3,176 － 3,176 － 2,833 2,613 － 2,616 2,414 －

8.59 － 8.59 － 8.60 7.93 － 8.58 7.92 －

※潜在率はごみ組成分析調査（2018年3月）の湿重量比率を基に設定した。
※少数点以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

可
燃
ご
み

資
源
物

計

項目／年度
2017年度 2025年度 2030年度

生活系ごみ排出量（可燃ごみ）※委託収集分
（古紙、ペットボトル、白色トレイ、白色発泡スチロール、剪定枝等を除く）

最終処分率（％）

集団回収
総計

リサイクル率（％）

最
終
処
分 計
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Ⅵ  国や県の計画目標  

 

１ 国の削減目標 

環境省では、廃棄物処理法第 5 条の 2 第 1 項の規定に基づく「廃棄物の減量その他

その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針

（以下、「廃棄物処理法基本方針」という）」を 2016 年 1 月に策定し、その中で表 6－

1 に示す一般廃棄物の減量化等の目標量を定めています。 

また、2018 年 6 月には、第 4 次循環型社会形成推進計画を策定し、表 6－2 に示す目

標を定め、今後、上記の基本方針を改訂する際には、当該目標と整合を図ることとして

います。 

表６-１ 一般廃棄物に関する目標（廃棄物処理法基本方針） 

区 分 【目標年度】2020 年度 
2012 年度（基準年度） 

全国 三島市 

排出量 
2012 年度比 約 12％削減 約 45,234 千ｔ 41,803ｔ 

※1 1 人 1 日当たりの家庭系ごみ排出量 500ｇ 533ｇ ※2 674ｇ 

再生利用率 約 27％に増加 約 21％ 約 15.4％ 

最終処分量 2012 年度比 約 14％削減 約 4,648 千ｔ 3,945ｔ 

※1 「1 人 1 日当たりの家庭系ごみ排出量」は、「生活系ごみ」から「集団回収量」「資源ごみ」「直接搬入ごみ

のうち資源として利用されるもの」を除いて算出したもの。 

※2 少量排出事業者が集積所に排出するごみも含まれる。 

 

表６-２ 一般廃棄物に関する目標（第 4 次循環型社会形成推進計画） 

区  分 【目標年度】2025 年度 

1 人 1 日当たりのごみ排出量 約 850ｇ 

1 人 1 日当たりの家庭系ごみ排出量 約 440ｇ 

一般廃棄物の循環利用率 約 28％ 

  

２ 静岡県の削減目標 

静岡県では、「第 3 次静岡県循環型社会形成計画」を 2016 年 3 月に策定し、県民お

よび事業者のごみ減量への努力を判定できる「1 人 1 日当たりの排出量」と、経済動向

や人口の影響を受けにくく、資源化などの取組が測れる「最終処分率（排出量に対する

最終処分量の割合）」を目標指標としています。 

表６-３ 一般廃棄物に関する目標（第 3 次静岡県循環型社会形成計画） 

区 分 【目標年度】2020 年度 
2013 年度（基準年度） 

静岡県 三島市 
 1 人 1 日当たりの排出量 815ｇ/人日 917ｇ/人日 1,053ｇ/人日 

最終処分量 4.2％ 6.3％ 8.4％ 
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Ⅶ  計画策定に係る法令・例規  

 

１ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 市の条例及び規則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律（抜粋） 

昭和 45 年 12 月 25 日 

法律第 137 号 

(一般廃棄物処理計画) 

第六条 市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関する計画(以下「一般廃棄

物処理計画」という。)を定めなければならない。 

２ 一般廃棄物処理計画には、環境省令で定めるところにより、当該市町村の区域内の一

般廃棄物の処理に関し、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 一般廃棄物の発生量及び処理量の見込み 

二 一般廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項 

三 分別して収集するものとした一般廃棄物の種類及び分別の区分 

四 一般廃棄物の適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項 

五 一般廃棄物の処理施設の整備に関する事項 

３ 市町村は、その一般廃棄物処理計画を定めるに当たっては、当該市町村の区域内の一

般廃棄物の処理に関し関係を有する他の市町村の一般廃棄物処理計画と調和を保つよう

努めなければならない。 

４ 市町村は、一般廃棄物処理計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これ

を公表するよう努めなければならない。 

○三島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（抜粋） 

平成 7 年 9 月 27 日 

条例第 31 号 

(廃棄物処理対策審議会) 

第 6 条 市長の諮問に応じ、一般廃棄物の減量及び処理に関する事項その他市の清掃事業

に係る重要な事項について調査審議するため、三島市廃棄物処理対策審議会(以下「審議

会」という。)を置く。 

2 審議会の委員は、15 人以内とし、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 知識経験を有する者 

(2) 市内の各種団体等を代表する者 

3 委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

4 審議会に、会長及び副会長それぞれ 1 人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

5 前各項に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、規則で定める。 
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○三島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（抜粋） 

平成 7 年 9 月 27 日 

条例第 31 号 

 (一般廃棄物処理計画) 

第 7 条 市長は、法第 6 条第 1 項の一般廃棄物処理計画(廃棄物の処理及び清掃に関する

法律施行規則(昭和 46 年厚生省令第 35 号)第 1 条の 3 に規定する基本計画に限る。)を

定めたとき、又は変更したときは、これを告示するものとする。 

 

 

 

○三島市廃棄物処理対策審議会規則 

平成 7 年 9 月 27 日 

規則第 27 号 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、三島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例(平成 7 年三島市条例第

31 号)第 6 条第 5 項の規定に基づき、三島市廃棄物処理対策審議会(以下「審議会」とい

う。)に関し必要な事項を定めるものとする。 

(会長等の職務) 

第 2 条 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

2 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 3 条 審議会は、会長が招集し、その会議の議長となる。 

2 審議会は、その委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

3 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

(庶務) 

第 4 条 審議会の庶務は、一般廃棄物処理担当課において処理する。 

(補則) 

第 5 条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 8 年 4 月 1 日から施行する。 
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Ⅷ  審議会の答申内容  

 

１ 諮問文 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 答申文 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三環廃第 ９５ 号 

平成３０年８月７日 

 

三島市廃棄物処理対策審議会 

会 長  平井一之 様 

 

                     三島市長 豊岡武士  

 

一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）案について（諮問） 

 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の規定に基づく、２０１９年度から２０

３０年度までを計画期間とする、一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）案を策定したの

で、三島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例第６条の規定に基づき、貴審議会の意

見を求めます。 
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３ 三島市廃棄物処理対策審議会委員名簿 

 

任期：2017 年 10 月 1 日から 2019 年 9 月 30 日まで 

（敬称略、五十音順）  

  氏  名 団体名及び役職 備考 

1 内田 新一 三島市環境美化推進員会 副会長 副会長 

2 大村 洋子 三島市消費者連絡協議会 会長   

3 尾友 秀人 三島市一般廃棄物組合 組合長   

4 川田 康博 静岡県東部健康福祉センター環境部 技監兼廃棄物課長  

5 熊沢 英治 三島商店街連盟 会長   

8 西川 悠子 三島市ＰＴＡ連絡協議会母親委員会 代表   

7 平井 一之 一般社団法人 静岡県環境資源協会 専務理事 会長 

9 藤本 和幸 三島市不法投棄監視員   

6 前田 恵美子 三島市女性懇話会   

10 三沢 昭代 三島市民生委員・児童委員協議会 理事   

11 水野 幾子 エコリーダー（市民環境大学修了生）   

12 山下 聖秋 三島市自治会連合会 会長   

13 吉田 正治 三島函南農業協同組合 代表理事専務  

14 渡邉 俊一 三島商工会議所環境委員会 委員長  

15 渡邉 道子 三島市ごみ減量アドバイザー   
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Ⅸ  ごみ処理等の沿革  

 

１ ごみ処理の沿革 

年 月 内   容 

1949 年当時 農村地区を除く市街地の一般家庭から排出された「ごみ」は埋立処理されて

いた。当時のごみ収集形態は、街にコンクリート製据え置き型のごみ箱を設置

し、大八荷車で収集していた。 

1954 年当時 三島市賀茂之洞に、焼却能力 10ｔ／日の岩本式塵焼却場が建設された。総工

費は約 407 万円（現在価値で約 146 億円）で、敷地面積は 424 坪（1,401 ㎡）、

収集人口 35,000 人が対象とされた。運搬にはトラック 1 台、三輪車 3 台が使用

され、事務職員、運転手、作業員計 21 人が従事していた。 

1962 年当時 環境衛生都市宣言を行い、従来のごみ焼却能力を 10ｔ／日から 20ｔ／日に向

上させた。 

1963 年当時 従来のコンクリート製据え置き型ごみ箱から、ポリ容器型（市内の一部）に

変更された。また、収集形態は、ダンプトラック及び押込みパッカー車が導入

され、「燃えるごみ」を収集していた。 

1970 年当時 増大するごみ処理対策として、現在の場所に処理能力 25ｔ／日（2 基 50ｔ）

のエバラＡⅡ型（機械化バッチ炉）焼却施設が設置された。ごみの投入方式は

直投式で、煙害防止施設として集塵用にマルチ・サイクロン、微小粉塵及び煙

道ガス除去用に洗煙装置がつけられた。ごみの収集形態は、従来の「燃えるご

み」から「燃えるごみ」、「燃えないごみ」の分別収集となった。 

1984 年当時 ごみの減量対策の一環として、資源ごみ回収団体報奨金制度が設けられ、古

紙、空きびん、鉄くず、布等を集団で回収している団体に対して、助成すること

になった。 

1989 年 11 月 1988 年まで機械化バッチ炉で焼却処理していたが、増大するごみ処理、最終

処分場の延命化、敷地の高度利用、公害対策として、総工費 23 億 5 千万円をか

けてごみ焼却処理施設（旋回流型流動床炉、1989 年 10 月竣工）が建設され、稼

働を開始した。 

1990 年 2 月 ごみ焼却処理施設に続き、総工費 6 億 9 千百万円をかけて粗大ごみ処理施設

（鉄、アルミ、埋立物、燃えるごみの 4 種選別、1990 年 1 月竣工）が建設され、

稼働を開始した。 

1991 年度 1987 年から 1990 年までごみの減量化・堆肥化を目的として、コンポストの実

証事業を実施し、成果が得られたため、コンポスト無償貸与事業を開始した。 

1993 年 8 月 ごみの資源化を推進するため、「燃えないごみ」として収集していたもののう

ち、資源として再生利用できる空き缶・空きびんを毎月 1 回収集する分別収集

を 2 自治会で実施した。 

1994 年 1 月 増え続けるごみの減量化、集積所の美観、ごみ収集・処理作業の安全確保、焼

却炉の延命などを目的に、炭酸カルシウム入り半透明ごみ袋を市指定ごみ袋と

した。指定ごみ袋は「燃えるごみ用」・「燃えないごみ用」の 2 種類でスタート

した。 

1995 年度 1991 年度から実施しているコンポスト無償貸与事業に続き、ぼかし容器無償

貸与事業も実施した。 

1995 年 7 月 1993 年 8 月から実施した空き缶・空きびんの分別収集を、48 自治会に拡大  

した。 
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1995 年 8 月 小売店と消費者が主役となり、販売・消費の段階でごみになるものを減らす

ことを目的として、プレサイクル推進事業を実施した。簡易包装の推進や包装

容器の回収など、ごみの排出抑制に取り組む小売店を「プレサイクル推進店」

に認定し、『ハートでパッケージ』という言葉をスローガンにごみの減量に取り

組むとともに、ＰＲチラシ等を作成・配布するなどして、加入店舗や市民の利

用の拡大を図ってきた。現在は、買い物袋持参運動も行い、ごみの排出抑制に

取り組んでいる。 

1997 年 4 月 1995 年 6 月に容器包装リサイクル法が成立したことから、法に基づき分別収

集計画を策定し、空き缶・空きびんを対象に月 2 回の分別収集を全自治会で実

施した。また、資源ごみの分別収集の実施に伴って、2 種類あった指定ごみ袋を

「燃えるごみ用」のみとした。 

1997 年 7 月 容器包装リサイクル法に基づき、資源古紙の収集を月 1 回、新聞・雑誌・段

ボールの 3 分別で開始した。 

1999 年 9 月 生ごみ処理機を購入する世帯に対し、購入費の 2 分の 1 の補助金を交付する

生ごみ処理機購入費補助事業を開始した。 

2000 年度 2000・2001 年度の 2 ヵ年で、ごみ焼却に伴い発生するダイオキシン類を削減

するため、廃棄物処理法やダイオキシン類発生防止等ガイドラインに基づき、

ダイオキシン恒久対策事業として、廃棄物処理施設排ガス高度処理施設整備工

事（焼却施設の更新及び改造）を総工費 2,357,775 千円（工事施工監理委託

16,275 千円含む）にて実施した。 

2000 年 4 月 資源古紙の収集を月 2 回に拡大した。また、ペットボトルの分別収集を開始 

した。 

2000 年 11 月 資源古紙の分別収集に牛乳等紙パックを追加した。また、白色トレイの分別

収集を開始した。 

2003 年 10 月 炭酸カルシウム入りの市指定ごみ袋では炉内の燃焼効率が低く、2000・2001

年度に実施したダイオキシン恒久対策事業で改修した焼却炉に合った材質への

変更が必要になったため、市指定ごみ袋の材質を高密度ポリエチレンに変更  

した。 

 また、家庭ごみを集積所に排出することが困難な高齢者や障害者等を対象に、

玄関先まで職員が出向き、ごみの回収を行うとともに、安否の確認を行う「ふ

れあいさわやか回収事業」を開始した。 

2005 年 3 月 2003 年度に策定した一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）に基づき、2003 年 8

月に諮問した分別収集計画の見直し等について、廃棄物処理対策審議会から答

申を受けた。 

2005 年度 発泡スチロール減容機を導入し、白色トレイ以外の発泡スチロールの資源化

を開始した。 

2006 年 4 月 資源古紙にミックス古紙を追加し、白色発泡スチロールを白色トレイとして

分別開始した。 

2008 年 4 月 レジ袋の使用量の削減に協力していただいている事業者を「レジ袋使用量削

減協力店」として認定し、レジ袋使用量の削減に向けた取組制度を開始した。 

2008 年 11 月 清掃センターへ搬入された木製家具や剪定枝などを、市内の一般廃棄物処分

許可施設に搬出し、資源化処理を始めた。 

2009 年 4 月 三島市で発生する在宅医療廃棄物の排出ルールを三島市・三島市医師会・三

島市薬剤師会で定め、2009 年 2 月 10 日「在宅医療廃棄物適正処理に関する協

定締結式」を行い 2009 年 4 月 1 日から実施した。 



- 75 - 

2010 年 1 月 希少金属をリサイクルする目的で、携帯電話等の小型家電の拠点回収を開始 

した。 

2010 年度 第 3 埋立地の延命化を図るため、焼却灰の外部搬出を開始した。 

2010 年 8 月 廃食用油をリサイクルする目的で、拠点回収を開始し、資源ごみ回収団体報

奨金制度に追加した。 

2011 年 4 月 一般廃棄物収集運搬許可業者 20 社で組織される一般廃棄物組合と三島市の

間で、地震や風水害などの災害時に市の依頼に応じて、一時的に大量に排出さ

れる避難市民の生活ごみ（家具、布団、陶器など）を原則無料で収集運搬する旨

の協定を締結した。 

2012 年 2 月 2003 年度に策定した一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）の改訂について、2011

年 10 月に廃棄物処理対策審議会に諮問し、2012 年 2 月に答申を受けた。 

2012 年度 2013 年度から 3 ヵ年かけてごみ焼却処理施設基幹的設備整備工事を実施する

ために長寿命化計画を策定した。 

2012 年 4 月 搬入された小型家電（家電４品目を除く）のリサイクルを開始した。また、資

源ごみ回収団体報奨金制度にミックス古紙を追加した。 

2013 年 2 月 市内 5 か所にて衣類等の拠点回収を試行的に開始した。 

2013 年度 2013 年度から 2015 年度の 3 ヵ年で、老朽化したごみ焼却施設の延命化を目

的として、長寿命化計画に基づき、処理施設整備事業として総工費 2,590,245 千

円（工事施行監理委託 17,745 千円含む）をかけて、ごみ焼却処理施設基幹的設

備整備工事（焼却施設の更新及び改造）を実施した。 

2013 年 4 月 衣類等の拠点回収を市内 11 か所に拡大し本格的に開始した。 

2013 年 11 月 パソコン（ＣＲＴディスプレイ及びＣＲＴディスプレイ一体型パソコンを除

く）の清掃センターでの受け入れを開始した。 

2014 年 4 月 清掃センターに直接搬入された羽毛ふとんのリサイクルを開始した。 

2014 年 7 月 ダンボールコンポスト（だっくす食ん太くん Neo）の販売を開始した。 

2015 年 3 月 2014 年 5 月に廃棄物処理対策審議会に諮問した、生活系自己搬入ごみ有料化

実施計画・事業系一般廃棄物処理手数料の改定について、答申を受けた。 

2015 年 8 月 小型家電の拠点回収を市内 4 か所で開始した。 

2016 年 4 月 全ての市民を対象とする、粗大ごみの有料戸別収集を開始した。また、清掃

センターへの生活系持ち込みごみの有料化を開始した。 

2016 年 11 月 資源物の持ち去り禁止に関する条項の制定及び少量排出事業者に係るごみ集

積所利用制度の在り方について 2016 年 3 月に廃棄物処理対策審議会に諮問し、

資源物の持ち去り禁止に関する条項の制定について、答申を受けた。 

2017 年 3 月 2016 年 3 月に廃棄物処理対策審議会に諮問した、少量排出事業者に係る集積

所利用制度の在り方について、答申を受けた。 

2017 年 3 月 大規模災害時の復旧、復興の妨げとなる災害廃棄物を適正かつ迅速に処理し、

廃棄物に起因する初期の混乱を最小限にすることを目的とした災害廃棄物処理

計画を策定した。 
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 ごみ処理に関する条例等の沿革 

年 月 内   容 

1913 年 4 月 「三島町汚物掃除規定」が制定された。この規定では、ごみ箱は隠蓋容器の使

用、分別収集、無公害による埋立て又は焼却。また、これらに対する巡視の実施

等がうたわれ、個人に対する清潔義務が主体となっていた。 

1954 年 「清掃法」が公布された。この法律では、市町村は清掃思想の普及、職員の資

質の向上、施設の整備及び作業方法の改善等、清掃事業の能率的な運営が義務付

けられ、国、県はこれらに対する援助が義務付けられた。 

1973 年 1 月 1970 年 12 月に「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」が公布されたことを踏

まえ、「三島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例」が制定された。従来の「清

掃法」と大きく違うのは、「汚物」を「廃棄物」に改めたことと、「廃棄物」を一

般廃棄物と産業廃棄物に大別したことである。また、事業者の責務を明確にし、

処理責任、処理計画等を規定した。 

1995 年 9 月 「三島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例」が改正された。この条例改正

は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の改正（1991 年 10 月法改正・1992

年 7 月改正法施行）を踏まえて、廃棄物の排出の抑制と分別・再生等を図るた

め、市民、事業者、市等廃棄物に係る関係者の責務等関係事項を明記したほか、

1976 年以来据え置きとなっていた事業系一般廃棄物処理手数料等の改定など、

全部改正を行った。 

1998 年 6 月 「三島市ごみの不法投棄等防止条例」が施行された。この条例は、ごみのない

清潔で美しいまちづくりを目的とし、ごみの不法投棄及び飼い犬のふんの放置

を防止するために制定された。また、市民・事業者・市それぞれの責務を明確に

し、容器入り飲料等を販売する自動販売機について、届出を義務付けるとともに

回収容器の設置を義務付け、空き缶等のポイ捨てを防止することにより、市民の

快適な生活環境の確保を図った。 

2012 年 11 月 「三島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例」が改正された。この改正は、「第

2 次一括法（2011 年法律第 105 号）」第 171 条の規定により、「廃棄物の処理及

び清掃に関する法律」第 21 条第 3 項（技術管理者の資格要件）が改正され、市

町村が設置する一般廃棄物処理施設に置かれる技術管理者にあっては、市の条

例で定めることとなったため改正した（条例第 12 条の 2 を追加）。 

2014 年 2 月 「三島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例」が改正された。この改正は、

2014 年 4 月 1 日から消費税が 5 パーセントから 8 パーセントに引き上げられる

ことに伴い、一般廃棄物処理手数料及び産業廃棄物処理費用の額を改正した。 

2015 年 9 月 「三島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例」が改正された。この改正によ

り、ごみの減量や排出抑制、ごみ処理費用の負担の公平化、ごみ処理に係る税負

担の軽減を目的に生活系自己搬入ごみを有料化し、併せて粗大ごみ戸別収集に

係る処理手数料を規定した。また、1995 年 9 月以来据え置きとなっていた事業

系一般廃棄物の処理手数料及び産業廃棄物処理費用も改定した。施行日は 2016

年 4 月 1 日。 

2017 年 9 月 「三島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例」が改正された。この改正によ

り、ごみ集積所に排出された一般廃棄物を、市又は市から委託を受けた者以外の

者が、収集運搬することを禁止し、集団回収のために集積所に排出された資源物

を、集団回収を行う団体又は当該団体から委託を受けた者以外の者が、収集運搬

することを禁止した。また、違反者に対する罰則が規定された。施行日は 2018

年 1 月 1 日。 

2017 年 11 月 「三島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例」が改正された。この改正によ

り、少量排出事業者制度が改正となり、1 回のごみ（一般廃棄物に限る）排出量

10ｋｇ以下の少量排出事業者が、地域の集積所にごみを排出する場合、少量排出

事業者用指定ごみ袋の使用と処理手数料の納入が義務化された。施行日は 2018

年 10 月 1 日。 

 


